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要     旨 

 

１ 作成の背景 

日本学術会議地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会は、高等学校地

理歴史科「地理総合」の実施を踏まえ、令和５年（2023年）９月に見解「「地理総合」の充

実と小学校から大学まで一貫した地理教育の構築に向けて―持続可能な社会の実現を目指

して―」を発出した。これは、UNESCOが主導する世界的な教育改革の動向となっている ESD

（持続可能な開発のための教育。現行学習指導要領の根幹をなす「持続可能な社会の創り

手（担い手）」の育成を目指す教育）に対応している。この見解では、「地理総合」の充実、

小学校から高等学校までの連続的な地理学習、地図/GIS（地理情報システム）教育のコン

テンツ整備、「国際理解と国際協力」の重要性の発信、環境防災学習を支える自然地理教育

の充実、大学等との連携強化、大学での教員養成・共通教育における地理教育の充実及び

入試改革などを示している。 

これらの改革等を早急に実効化するには、まず現時点での課題の解明が欠かせない。さ

らに、地理教育が学校教育における ESDの中核の一つを担っていることを踏まえると、地

理学と他分野との協働が求められ、専門領域を超えた議論の下での改善を進める必要があ

る。なお、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムを提案するに当たり、これまでは

高等学校を中心として議論してきたため、地理教育の入り口となる初等教育については十

分に議論できず、明確な改善策を提示しきれなかった。 

そこで本見解では、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムの観点から、初等教育

での地理教育、とりわけ ESDの視点に立った地理学習の現状と課題を明らかにし、改善策

を中心に提示する。他分野の関係者との意見交換を踏まえ、学問の融合的な観点からの改

善を図り、大学教育や社会に実装できる地理教育と関連付けることで、ESD が目標とする

エージェンシー（主体的により良い社会へと変革する能力）の育成につながる地理教育の

改善を目指す。 

 

２ 現状及び問題点 

 平成 29 年（2017 年）告示の小学校学習指導要領では、身近な地域の学習が縮小され、

地理教育における地域での体験的な学びの機会が減少した。そのため、フィールドワーク

（現地での直接観察・調査を伴う地域調査活動）の学習の基礎を小学校で育成し、中学校、

高等学校で発展させる流れが十分に発揮されなくなっていることが大きな課題である。ま

た、義務教育段階における系統的な世界認識や地球的視野の育成において、学校教育が果

たすべき役割が十分ではない。特に小学校では、外国語科など諸教科で世界の多様な事象

が扱われているが、児童の世界への興味・関心を満たし、国や地域、自然環境などと関連

付ける学習の場が十分には確保されていない。 

高等学校「地理総合」では、開始後の実施状況に加えて小学校・中学校との地理カリキ

ュラムの一貫性に課題がある。また、大学でも、学校教育との連続性や「地理総合」の内

容が十分に浸透していない場合がある。今後は、ESD に関わる環境学や国際理解に関わる
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文化人類学などの他分野の成果も踏まえた教員の資質・能力の育成が求められる。 

 

３ 見 解：ESDの充実を軸とした地理教育一貫カリキュラムの構築と展開 

(1) 地理教育を中核としたフィールドワークの推進：持続可能な社会の担い手育成 

フィールドワークの学習は、地域的課題や地球的課題を把握し、課題解決に必要な資

質・能力を育成する上で重要である。地域の特色を捉える力や観察力、コミュニケーシ

ョン（対話）力などのスキルの育成にも効果的であり、地理学習だけでなく他教科の探

究学習につながるとともに、生涯にわたってより良い社会を築き、ウェルビーイングの

向上を図る社会の創り手（担い手）を育成する。特に、ネット探索など机上の資料探索

にとどまらず、現地での観察・調査・体験を伴うフィールドワークの学習で培われるス

キルや思考力は、ESDに貢献し、SDGs達成にも重要な役割を果たす。フィールドワーク

の学習は「総合的な学習（探究）の時間」や複数教科との連携を通じて、地域的課題や

地球的課題を発見し、持続可能な社会の形成に向けたエージェンシーを育む上で重要で

あり、地理教育の充実に不可欠である。 

(2) 小学校で育む世界への関心と学びの充実：小･中学校の連携強化による段階的展開 

小学校期から世界の地理学習と ESD の視点を段階的に導入し、ESD の理念を明確にし

たカリキュラムの再構成と、小学校・中学校間の連携強化を図らねばならない。特に小

学校期は、児童が柔軟な思考力や豊かな感受性を育む時期であり、世界の多様な地域や

文化に触れる経験は、国際理解の基盤の形成に高い学習効果を発揮する。この時期の学

習を充実させ、発達段階に応じた体系的な学習内容の整理、教科横断的な連携、探究活

動の活性化、柔軟な教育課程編成を可能とする制度的な保障の充実を通じて、児童・生

徒の知的好奇心を尊重しながら、ESD の理念に基づく地理教育の一貫性と実効性を高め

る必要がある。 

(3) 教員研修と学習体系の構築による「地理総合」の発展 

   「地理総合」は、主題学習であることを強調している。これは地誌を軽視しているわ

けではなく、地誌を含めた中学校までの学習を基盤に主題的に展開されるものである。

主題学習では、生徒が自ら問いを立て、課題解決に向けて調査・分析・考察を行う力を

育成することが重視される。こうした「地理総合」を進めるためには、教員が中学校ま

での地理学習との連続性や「地理総合」の主題学習の意義を十分に理解し、実践できる

ような研修や支援体制の充実が必要である。 

(4) 教員養成に関わる大学地理教育の再構築：地理教育における教員養成の現代化 

これまでの小学校・中学校・高等学校での学び、「地理総合」で触れたコンピテンシー・

ベースの教育内容を更に発展させ、ESD の理念に基づき持続可能な社会に貢献できる人

材の育成が大学にも求められる。そのためには、多面的・多角的に地球的課題を考え、

学習指導ができる教員の養成が重要となる。教育職員免許状(以下「教員免許」とする。)

取得のための科目（以下「免許取得科目」とする。）にも、多文化共生といった文化人類

学や環境社会学などを始めとする関連分野の成果や知見も取り入れた地理教育の充実

が求められる。そのためには、大学における教員養成課程には、大学地理教育の履修科
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目の再構築など、地理教育において時代の要請に応じた教員養成を図るとともに、地理

学及び文化人類学等の隣接分野の専門的な知見に基づく体系的な指導を保障すること

が不可欠である。 

(5) 地理的相互依存作用の「人間化」による意識・態度の育成 

  持続可能な社会を構築する人間の育成という地理教育の使命を達成するには、多様性

に満ちた世界を認識すること自体が重要であり、それが学問としての地理学及び学校教

育における地理を学ぶ最大の目的である。この認識が、地理学及び地理教育の社会実装

につながる。持続可能な社会（地球）を担う子どもを育成するためには、ESDを重視し、

より良い社会に変革できる能力、すなわちエージェンシーの伸長が重要である。現状を

踏まえつつ未来志向の地理教育カリキュラムを一層充実させるべきである。こうした取

組こそが、個人の幸福及び人類の幸福、すなわちウェルビーイングの達成に貢献する地

理教育となる。 

(6) 小学校から高等学校までの地理教育一貫カリキュラム（試案） 

  ここまでの見解を踏まえ、ESD 充実に向けた小学校から高等学校までの地理教育一貫

カリキュラムの試案を提示した。内容や技能の達成段階を学校種ごとに整理し、現行の

学習指導要領の範囲で実施可能な構成とした。試案は今後の検討の出発点であり、学校

種間の連携や教員研修の充実、大学における地理教育や教員免許制度の見直しと併せて

発展させていく必要がある。さらには、分野や教科を超えた融合的な学習を、教育学や

現場教員との連携を深めながら、柔軟に組み入れられるカリキュラムを作成しやすいよ

うな学習指導要領の在り方を検討すべきである。 
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１ はじめに 

気候変動、感染症、食料・水不足、資源枯渇、格差拡大などが急速に進む現代社会にお

いて、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）を含む持続可能な社

会・地球の実現に向けての教育、すなわち地球的課題解決のための資質・能力を育成する

ESD（Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育。現行学習

指導要領の根幹をなす「持続可能な社会の創り手（担い手）」の育成を目指す教育）1の更

なる充実は、UNESCO（国際連合教育科学文化機関）が主導する世界的な教育改革の潮流で

あり、世界共通の喫緊の課題となっている。ESDでは、自ら考え、主体的に行動して、責任

をもって世界的な視野からより良い社会へと変革する能力（エージェンシー）の育成が求

められている。学校教育では、小学校から高等学校までの諸教科等を通じて、段階的にそ

の力を育成しなければならない。しかし、現状では必ずしも効果的に行われているとはい

えず、学習指導要領などでも小学校から高等学校までの一貫した ESDの方略について十分

に示されていない。学習指導要領改訂期に当たり、こうした状況の改善は急務である。 

一方、学校教育における地理教育は、身近な地域から世界、地球全体までの空間認識を

育成し、国際理解を深め、平和で持続可能なグローバル社会の構築を目指す能力や態度を

培う人間形成のための教育である。地理教育は、ESD の中核に位置付けられ、文理融合的

な性格を有する地理学だけでなく、文化人類学や環境学、教育学など広範な学問分野の成

果から構成されており、ESDの推進に果たす役割は大きい。さらに地理では、地理的見方・

考え方の５つの次元、すなわち、位置と分布、場所、地人相関、地理的相互依存作用、地

域の観点から考察を行うが、それらの観点は ESDとの親和性が高く、地理教育は ESDにお

いて不可欠な役割を担う。  

そのため、ESD を中核とする地理教育の小学校・中学校・高等学校までの一貫したカリ

キュラムについて、地球的規模での課題の解決を図る ESDにとって最も重要な「世界的視

野の獲得」と「地域社会への主体的な関わり」の双方を育む観点から検討し、学校教育及

び教員養成に携わる行政・教育関係者、さらには広く一般社会に対して、具体的な改善策

を提案する意義は極めて大きい。 

 

２ 作成の背景  

 令和４年（2022年）４月から、高等学校において、「地理総合」が地理歴史科の必履修科

目として授業が開始された。これにより、小学校では社会科（区分：地理的環境と人々の

生活）、中学校では社会科地理的分野、そして高等学校の「地理総合」と、すべての児童・

生徒が小学校から高等学校まで地理を学習する体制となった。この実現には、平成 23 年

（2011年）8月に日本学術会議から発出された提言「新しい高校地理・歴史教育の創造－

 
1 現行学習指導要領（平成 29 年・30 年告示）において新設された前文、及び各校種の総則では「持続可能な社会の創り

手」という表現が用いられている。一方で、各教科の「解説」や関連文書等では、定着している「担い手」という表現も

継続して用いられている。本見解では、学習指導要領が掲げる最新の理念である「未来に向けた主体的な変容と変革」と、

地理教育が重視してきた「地域への愛着や継承」という双方の意義、及び教育現場における用語の普及度をかんがみ、原

則として「持続可能な社会の創り手（担い手）」と表記することとする。なお、地域社会の維持・発展や実態把握に重きを

置くフィールドワーク等においては、適宜「担い手」の表記を用いた。 
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グローバル化に対応した時空間認識の育成－」[1]が大きく貢献しているといえる。日本学

術会議地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会は、「地理総合」の実施に

関連し、令和５年（2023年）９月には最新の見解「「地理総合」の充実と小学校から大学ま

で一貫した地理教育の構築に向けて―持続可能な社会の実現を目指して―」を発出した[2]。

この見解では、「地理総合」の充実と小学校から高等学校までの連続的な地理学習の構築、

「地理総合」を核とした地図/GIS（地理情報システム）教育のコンテンツ整備、「国際理解

と国際協力」の重要性の発信、環境防災学習を支える自然地理教育の充実、大学等との一

層の連携強化、大学での教員養成、共通教育における地理教育の充実と入試改革などが示

された。これらの改革を早急に実現し、実効性を高めるためには、「地理総合」実施直後の

現時点での課題の解明が急務である。さらには、地理教育を核とした ESDにおいては、地

理学と他分野との協働も求められており、専門分野を超えた議論の下での改善を図る必要

がある。 

 また、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムを提案するに当たり、これまで高等

学校を中心として議論を進めてきたため、地理教育や ESDの入り口となる初等教育につい

ては十分な改善策を提示し得なかった。そこで、初等教育での地理教育，とりわけ ESDの

視点に立った地理学習の現状と課題を明らかにし、改善策を述べるとともに、地理学以外

の関係者との意見交換も踏まえ、より一層学問の融合的な観点からの改善を目指す必要が

ある。さらに、大学教育としての地理教育や実社会で活用できる地理教育とも連携させる

ことで、ESD が目標とするエージェンシーの育成につながる地理教育の改善を提示するこ

ととした。そこで、初等教育における現状と課題、「地理総合」の実施状況、小学校から高

等学校までを踏まえた大学での地理教育の在り方、社会実装に関する課題を明らかにし、

小学校から高等学校まで一貫した ESDに関わる地理教育カリキュラムの構築に向けた具体

的な提案を行う。 

 

３ 現状及び問題点 

(1) フィールドワークに関する学習の現状と課題 

① 国際的な地理教育の動向と平成 29・30年告示学習指導要領 

平成 29・30 年（2017・2018 年）告示学習指導要領において求められる力は、国際

地理学連合・地理教育委員会（IGU-CGE）による「地理教育国際憲章」（1992年版）や

「持続可能な開発のための地理教育に関するルツェルン宣言」（2007 年）（以下、「ル

ツェルン宣言」とする。）などの国際的な地理教育の動向を反映している。なかでも「ル

ツェルン宣言」は、ESDの概念を積極的に反映したもので、UNESCOによる ESDの取組

や、習得した知識を活用する能力の育成の重要性を主張した OECDによるキー・コンピ

テンシーや Education for 2030、及び UNESCOによる DESD（持続可能な開発のための

教育 10年）、GAP（ESDに関するグローバル・アクション・プログラム）、ESD for 2030

（持続可能な開発のための教育：SDGs実現に向けて）などの教育をめぐる国際的な動

向にも大きく影響されている[3]。 

これらの学習指導要領において明確化されたコンピテンシーは、「何ができるよう
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になるか」という観点から、生きる力を育むために求められる資質・能力として示さ

れている。その資質・能力とは、①知識及び技能、②思考力・判断力・表現力等、③

学びに向かう力・人間性等、の三つの柱で再整理されている。知識の理解の質を高め

資質・能力を育む「主体的・対話的で深い学び」により達成を図ることが求められて

おり、いわゆる「アクティブ・ラーニング」の視点による授業改善が打ち出されてい

る[4]。 
そのため、単元などのまとまりの中で、児童・生徒に必要な学びを組み立て、順序

立てていくことが、主体的・対話的で深い学びの観点からの授業改善にとって重要で

ある。これからは、現代的な課題である防災や買い物難民、空き家問題、外国人との

共生、観光や地場産業の活性化などを事例とした地域振興の取組、森林を事例とした

国土保全などの様々な地域的課題、そして環境破壊や気候変動などの地球的な課題に

ついて、ESDの視点からより一層の教育課程の検討と実施が求められる。具体的には、

フィールドワーク（現地での直接観察・調査を伴う地域調査活動）による体験学習に

より、観察力やコミュニケーション能力などの育成を通して、情報収集能力から考察

による思考力、成果を発表する表現力の育成へと展開する探究活動の学習プロセスに

のっとった主体的に考えて取り組む学びを構築すべきである。 
フィールドワークは地理学習における重要で中核的な技能・内容である。1988年の

教育改革法を契機にイギリス（イングランド）において初のナショナル・カリキュラ

ム（National Curriculum、以下 NCとする）が設定されたが、1991年の最初の NC地

理から現時点における最新版である 2013年改訂版 NC地理に至るまで、フィールドワ

ークに関わる何らかの言及がなされてきた。NC地理（年齢別の段階を示すキーステー

ジ１～３）では一貫してフィールドワークに関わる項目が設定されており、また NC地

理だけでなく、GCSE（General Certificate of Secondary Education：キーステージ

４）、GCE（General Certificate of Education）の中等教育の大学入学資格レベルと

なる AS及び Aレベル（キーステージ５）のガイドラインにおいてもフィールドワーク

に関する記述が見られ、初等教育から中等教育にわたって児童・生徒の理解の深化を

深め、「地理的な知識、アプローチ、概念(モデルや理論など)、及び様々なデータを分

析・解釈する地理的なスキルの習得」ができるように、一貫したフィールドワークの

学習が設定されている[5]。 

地理を学ぶ意義について、イギリスの地理教科書の小単元「地理の価値と利用とは

何か？」では、「どのような点で自分の人生に地理が役立つのかを考える」や「地理で

学んだ知識・技術が役立ちそうな仕事の表を作成する」などの地理学習の有効性を評

価するためのアクティビティが取り入れられ、地理を学習することで生徒がどのよう

な将来像を描くことができるのかが明記されている[6]。地理学習では、地域を観察し、

地域を知ること、地理的事象を記述し、分析した上で、より良い地域づくりや社会福

祉向上のために考察し、活動するために、多様な資質・能力の育成が重要である。「そ

れは何か・どこにあるのか・どのような様子なのか・どうしてそのようになったのか・

どのように変化しているのか・なぜ変化しているのか・将来どのようなことが起こる
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可能性があるのか」といった問題意識を持つことは、地理学者が場所を調査するのと

同様である。このような地理学習において場所を探究するフィールドワークの学習は、

場所の独自性や法則性、将来性を考えるとともに、地域や社会の仕組みを読み解くた

めの資質・能力を育成するものである。 
② フィールドワークの教育的価値と現状 

地理教育の醍醐味は、学校の外に出て地域の中から学ぶフィールドワークの学習体

験にあるといっても過言ではない。「フィールドワークの学習」とは、単なる体験型の

「フィールド学習」にとどまらず、地理的な見方・考え方に基づいた探究的な野外調

査活動のプロセスそのものを習得する学習である。しかしながら、児童・生徒を引率

して校外に出かける地域学習は、省略されたり、机上の学習に置き換えられたりする

場合も少なくない。地域調査・フィールドワークの学習は、体験学習として重要視さ

れるものの、授業準備の負担や校外学習の安全管理の問題が大きく、気軽に実施する

ことが難しい状況である。 
フィールドワークを通した学習は、知識及び技能の習得のみならず、学習方法を身

に付けるとともに、相互の交流の機会となり得るという意義がある。協働的な学びを

推進する観点からも重要な教育活動といえる。また、フィールドワークを通して身に

付ける地域に関する知識及び技能は、諸地域を捉える際の拠り所となる。持続可能な

社会を目指す ESDが追究する価値の一つに多様性の尊重がある。自身の地域を直接知

る経験を基にして、それと対比して世界の多様性に気付くようになる。地球的課題を

解決する持続可能な社会の創り手（担い手）を育てるには、自身の住む地域を基に諸

地域を捉え、世界像を形成することが重要である。フィールドワークに防災の視点を

導入し、減災のための行動をとる人材の育成も急務である。教育課程に明確に位置付

け確実に実施しなければならない。 
平成 30 年(2018 年)告示高等学校学習指導要領地理歴史科において新たに必履修科

目となった「地理総合」では、最後の中項目に地域調査が配置され、「地理総合」の学

習の集大成として位置付けられている。中項目「生活圏の調査と地域の展望」では、

生徒にとって最も身近な地理的空間である生活圏を対象とし、実際に観察や野外調査、

文献調査等を通じて、そこに存在する地理的な課題を見出し、その解決策、改善策を

考察、構想することを期待している。さらに学習成果を地域に還元するなど社会参画

を目指すことを視野に入れた一連の主体的な学習活動によって、ここでの学習が授業

の中で完結せず、授業後の日常生活においても持続的に行われ、実社会に出ても継続

的に持続可能な生活圏の在り方を考え続ける契機となるよう意図したものである[7]。 
さらに、地域調査で育成される資質・能力として、「生活圏の調査と地域の展望、空

間的相互依存作用や地域などに着目して、課題を探究する活動を通して、次の事項を

身に付けることができるよう指導する」[8]とあり、知識・理解として「生活圏の調査

を基に、地理的な課題の解決に向けた取組や探究する手法などについて理解すること」

「思考力、判断力、表現力等を身に付けること」「生活圏の地理的な課題について、生

活圏内や生活圏外との結び付き、地域の成り立ちや変容、持続可能な地域づくりなど
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に着目して、主題を設定し、課題解決に求められる取組などを多面的・多角的に考察、

構想し、表現すること」と記されている。ここから分かるように、地域調査の学習は

調査する学習行為自体が目標ではなく、調査学習を通して、どのような資質・能力を

育成するのかが課題となっている。 
③ 小学校におけるフィールドワークの実態と課題 

小学校第３学年社会科の学区を対象とした「身近な地域の学習」においては、直接

地域を観察・調査し、地図を活用して調べ、地域の特色をまとめる学習が位置付けら

れてきた。しかし、平成 29 年（2017 年）告示小学校学習指導要領社会では、内容の

取扱いにおいて「自分たちの市」に重点を置くよう配慮することと示されたため、身

近な地域の授業時間数が減少し、野外での観察・調査を実施しない事例も見られる。

子どもたちの校外での観察や調査などの機会が減少し、中学校、高等学校でのフィー

ルドワークの学習の基礎が育まれにくく、さらには生涯にわたる地域との関わりや学

びへと発展させる流れが十分でないことは、極めて大きな問題である。 

 
 
 
 
 
日本地理学会地理教育専門委員会は、令和７年（2025年）５月から８月にかけて小

学校関係者を対象にアンケート調査を実施 2し、小学校におけるフィールドワーク、

すなわち身近な地域の学習における野外で直接観察する地域調査の実態を明らかにし

た [9]。その結果、小学校社会科においてフィールドワークを確実に実施できるよう

にするためには、授業時間の確保や教育課程への明確な位置付けが必要であり、それ

が課題であることが明らかとなった。調査では、約４分の１が野外の調査を実施して

いないと回答した。フィールドワークで身に付く力については、図１のように８割を

超える教員が「地域の特色を捉える力」、次いで７割近くが「地域を大切にする態度」

と回答している。また、実施のために必要なことについては、図２のように７割近く

が時間数確保を挙げている。自由記述では、フィールドワークを実施している教員か

らは「子どもの主体的な学びの促進や地域への愛着」「子どもの学び場である地域での

 
2 日本地理学会地理教育専門委員会と本分科会の企画により，令和７年（2025年）５～８月にウェブアンケートを実施

した。35都道府県から 220件の回答が得られた。 

図１ フィールドワークで身に付く力

（回答率 複数回答可 N=220:全回答者対象） 

 

図２ フィールドワークを可能とするには 

（回答率 複数回答可 N=107:フィールドワーク未実施者対象） 

（日本地理学会地理教育専門委員会「小学校社会科「身近な地域の学習」に関するアンケート」（2025）より作成） 
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リアルな体験の重要性」「地図指導や防災など他教科との連携の有効性」などの意見が

挙げられている。「子どもたちの多様な気付きから地域の姿が見えていき、さらに自分

たちから身近な地域の人にアプローチしていく姿」も評価されている。一方、実施が

難しい理由としては、安全面への配慮・人手不足、授業時数やカリキュラムの都合、

教員の経験不足・地域への理解不足などが挙げられている。 

④ フィールドワークの意義の再確認 

持続可能な社会の担い手を育成する視点から、自分の所属する地域を理解するため

に地図を活用した野外（現地）での観察を伴うフィールドワークの学習は、極めて重

要な学習である。また防災教育の視点からも実際に観察し地域の実態を捉える活動が

欠かせない。これからの教育課程においては、小学校・中学校・高等学校の接続連携

を考慮し、特に小学校段階から野外（現地）でのフィールドワークが実施できるよう

学習指導要領にその重要性を明記することが望まれる。その際、社会科のみならず、

「総合的な学習の時間」や「探究の時間」等とのカリキュラム・マネジメントを通じ

て効果的に実施し、地域課題の解決に向けた横断的な学びの中に位置付けることが有

効である。また、児童の場所体験を豊かにする地図を活用したフィールドワークの学

習の意義を再確認し、各校が柔軟に取り組める体制を整えることが、教育課程の充実

に向けて不可欠である。 
 イギリスにおいても、地理教育でのフィールドワークの学習の重要性が指摘されて

いる。1970年代以降のイギリス地理教育では、事実的知識よりも概念的知識の習得を

目標としてきたとし、イギリス教育界における「知識への展開」として、「コンピテン

シー・ベース」を超える教育への展開を挙げている[10]。この「コンピテンシー・ベ

ース」を超える教育とは、ヤングによる「将来の社会を想像し幸福な人生を送るため

に生徒が学校で身に付けるべき知識は、内包的知識を主とした知識である」とするも

ので、それを「力強い知識」（powerful knowledge）と呼んだ[11]。また、地理教育に

おける「力強い知識」について、イギリスの地理教育学者のランバートは「人間の成

長を、思考と行動の両面において自律・自由を獲得するプロセスとして捉える考え方」

を唱えるケイパビリティ論を適用して「地理の力強い知識」を身に付けることが学習

者のケイパビリティ（潜在能力）を高めるとするジオ・ケイパビリティ（Geo-Capability）

論を主張している[12]。フィールドワークを通した学習は、地域や社会の仕組みを知

り、地域の課題を探るという探究学習の活動そのものである。フィールドワークによ

る体験的な学習は、地域社会をより良くしていこうとする地域づくりやまちづくりへ

のきっかけを生み出すものであり、フィールドワークの学習はまさしくジオ・ケイパ

ビリティの育成の基礎となる。 
フィールドワークの学習は、教室内で習得した知識や概念を活用して、地域社会の

実態を調べて地域的課題を発見し、課題を克服するためにはどうすればよいかを考え

るための資質・能力を育成することで、より良い地域社会づくりに貢献する学習であ

る。体験学習で習得した学びを一層深め、児童・生徒一人一人が「生涯にわたって探

究を深める」その端緒となるよう、知識や概念を習得し、それらを活用できるような
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多様な思考力・判断力・表現力の育成が必要である。また、地域的課題を発見し、そ

の課題解決のためには、複数の教科にもまたがる知識に基づいた思考力が必要とされ

る。同時に，フィールドワークの学習を担当する教員が、学習の目的を省察し、専門

性を発揮しながら、それぞれの文脈や環境に応じた学習を遂行できるよう、授業力を

育成することも重要である。 
このような課題解決のための思考力育成について、地理教育以外の分野において教

育学、環境教育学、国際理解教育学、教科教育学など多様な分野から数多くの図書や

論文が刊行されている。地理教育以外では、国際理解教育の立場から佐藤真久氏は、

令和７年（2025年）３月に開催された日本地理学会春季学術大会でのシンポジウムに

おいて、地理教育の役割を次のように位置付けている。すなわち、「体験・関心（IN）

と知識（ABOUT）から始め、態度行動（FOR）と自己内省（AS）へとつなげる地理教育」

は、地球市民の育成に向けた多面的な思考力の育成のみならず、今後の教育全般への

波及効果をもたらすものであり、重大な責任を担っているという指摘である。また、

フィールドワークの学習が一部の「探究」の時間や地理学習にとどまらず、多くの教

科と連携しながら、総合的により良い社会づくりに貢献する多様な思考力の育成のた

めに、系統的に実施されるべきものであると、その重要性を強調している[13]。 
 

(2) 小学校･中学校における世界に関する学習の現状と課題  

現代の子どもたちの日常には世界に関する情報が溢れている。しかし、その多くは断

片化しており、戦争や災害など「負の情報」が目立つ。また、学校外での情報取得は個

人差が大きく、得た情報は蓄積されず、他者と共有されにくい。このような状況下、図

３・４をはじめとする近年の諸調査 3では、子どもたちの世界や外国、国際社会に対する

関心が後退傾向にあることが明らかになっている[14]。 

 

 

 

 

 

 

 
3 博報堂生活総合研究所は 1997年から 10年毎に、首都 40km圏の小学校４年生から中学校３年生を対象に、ほぼ同じ質問

内容のアンケート調査を実施している。また 2024年には 30年ぶりに 19～22歳未婚男女を対象に「若者調査」（2024）を

実施した。図はこれらの公表されたデータに基づき作成。 

（図５は 19歳～22歳対象アンケート調査．博報堂生活総合研究所「若者調査 2024」より作成．単位：％） 

 

（図３･４は小学４年生～中学２年生対象アンケート調査．博報堂生活総合研究所「子ども 20年変化」より作成．単位：％） 

図３ 家族と旅行

に行きたい場所 

図４ 第一に考える

べきは世界か日本か 

図５ 国際・環境意識の変化 
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一方で、近年、児童・生徒向けの世界地理関連書籍が多く出版されていることなどか

らも、子どもたちが世界を知る機会への保護者や市民の関心や社会のニーズは増してい

ると考えられる。加えて、地域社会や学校において外国人住民や外国籍の児童・生徒が

増加し、多文化共生が進む中で、子どもたちが世界について学ぶ必要性はますます高ま

っている。さらに、若者を対象とした調査では、図５に示したように、若者が世界や環

境問題への関心が薄く、「世界」より「日本」、「環境」より「自分の生活」を優先する傾

向が強まっていることも報告されている。こうした若者の意識の変化にも、義務教育段

階での世界に関する学習の在り方が少なからず影響していると考えられる。 

本来、義務教育段階、特に知的好奇心や想像力が最も豊かな小学校期は、世界像の基

礎と他者への共感的理解の土台を築く重要な時期である。しかしながら、現状では、系

統的な世界認識と地球的視野の育成において学校教育が果たすべき役割が十分に発揮

されていない。平成 29 年（2017 年）及び平成 30 年（2018 年）告示の学習指導要領で

は、小学校・中学校社会科及び高等学校地理歴史科・公民科の共通目標として「グロー

バル化する国際社会に主体的に生きる」資質・能力の育成が掲げられている。この目標

を達成するためにも、児童・生徒が地球規模の視野を持ち、自ら世界像を形成する力の

基礎を、小学校期から着実に育んでいきたい。 

① 小学校社会科における世界の地理学習の限定的扱い 
現行９年間の義務教育課程において、世界や外国についてのまとまった地理的な学

習機会は中学校第１学年地理的分野に限られている。小学校では、高学年における限

定的で断片的な扱いにとどまっている。第５学年の項目「我が国の国土の様子」に位

置付けられた「世界の大陸と主な海洋、主な国の位置」（以下「大陸と海洋、主な国」

と略記）と、第６学年の項目「グローバル化する世界と日本の役割」に位置付けられ、

「我が国と経済や文化等でつながりが深い国の人々の生活」（以下「つながりが深い国

の生活」と略記）など、「我が国」との関係性の中で限定的に取り上げる構成となって

いる。このため、世界の国や地域を独立した対象として捉える認識が育ちにくい。 

   
国立教育政策研究所による学習指導要領実施状況調査において、１年間の学習を振

り返った児童アンケート調査[15]では、表１に示したように、第５学年で５割を超え

る児童が「世界の国々」を「もっと勉強したい」と回答している。一方、第６学年で

は「日本とつながりが深い国の人々のくらし」を挙げる児童は４分の１強にとどまる。

表１ 社会科を学習してこれからもっと勉強したいと思うこと（複数回答可 単位:％） 
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こうした結果からも、児童の世界への関心は高いものの、現行カリキュラムでは十分

にその興味関心を満たす学びが実現できていない現状がうかがえる。日本地理学会地

理教育専門委員会が実施した教員アンケート 4[16]においてこの結果に対する教員の

認識を尋ねたところ、児童へのアンケート結果の第５学年については約９割の教員が

「そう思う・どちらかと言えばそう思う」と回答し、第６学年については約４分の３

が同様に回答している。教員の自由記述では、第５学年では「第４学年までの国内学

習から一気に世界へ視野が広がることへの高揚感」や「世界の事象は児童の生活や趣

味と結びつきやすいテーマが豊富である」といった肯定的な意見が多い一方、学習が

短く内容が浅いため児童の高い興味関心を消化しきれないという課題も指摘されてい

る。第６学年では、「卒業間際で十分な教材研究の余裕がなく、調べ学習中心で浅く終

わる、学習時間も不足しがち」「日本とのつながりが児童の生活実感から遠く関心が湧

きにくい」「扱う国が限定的でその国を学ぶ必然性や面白さを感じにくい」といった意

見が多い。 

このように、児童と教員へのアンケート調査から、児童の世界への関心そのものは

高いものの、現在のカリキュラムの構造上、第５学年冒頭では「興味を喚起して終わ

る」、第６学年では「時期と内容の課題から深く学べない」といった十分な学びの実現

が困難になっている現状が明らかとなった。 

② 小学校諸教科における世界の扱いと連携不足 

世界に関する事象は社会科だけでなく、他の教科や総合的な学習の時間、さらには

学校生活全般でも扱われている。ただし、総合的な学習の時間の開始当初は、国際理

解をテーマとした実践が最も高い実施率を示していたが、最近の調査 5ではその実施

率は低下傾向にある[17]。一方、国語や音楽、教科化された道徳などでは、国際理解

や様々な文化と伝統の尊重の観点も含め、低学年から世界の事象が題材として多く取

り上げられている。特に外国語科の教材には、世界の日常生活や習慣、地理や文化な

ど、児童の世界への興味関心を刺激する素材が豊富に含まれる。地球的課題を中心と

した教科横断的な学びの必要性は、外国語教育の研究者からも指摘されている[18]。 

小学校４年生から６年生を対象に行った児童の外国や世界に関する学習について

の調査 6の自由記述には、一貫して外国や世界に対する旺盛な好奇心が見られ、学年が

上がるにつれて、具体的な食文化から言語、政治や国際問題など、より抽象的な内容

へと広がる傾向がある[19]。これは発達段階に応じた世界理解の深まりを示しており、

小学校段階からの系統的な国際理解教育の重要性を裏付けている。一方で、「世界の

 
4
 日本地理学会地理教育専門委員会と本分科会の企画により、小学校教育関係者を主対象として令和７年（2025年）７～

８月にウェブアンケートを実施した。19都道府県から 169件の回答が得られた。なお、本アンケートでは、表１と同一内

容を令和７年に茨城県内の１小学校で実施した結果を提示している。当時は国の調査結果（表１）が未公表であったため

当該データを用いたが、結果と傾向はほぼ一致している。 
5 総合的な学習の時間創設当初は最も実施率が高かったテーマは国際理解（平成 15 年度 62.6％）であったが、令和４年

度『公立小・中学校等における教育課程の編成・実施状況調査』（文部科学省）では、環境、福祉、伝統文化、地域のくら

し等のテーマが８割前後であるのに対して、国際理解は 45.8％にとどまる。 
6 2025年３月茨城県内の公立小学校において４～６年生に実施したアンケート調査結果による。 
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国々」への高い関心があるにもかかわらず、地理的な内容への児童の言及は極めて少

ない。これは、他教科だけでなく社会科でも、地理的・空間的な視点が十分に取り上

げられていないため、児童が地理に関心を持っていても、それを言葉で表す機会が乏

しく、結果として地理的関心が顕在化されず、文化や生活といった語で代替されてい

ると考えられる。今後は、こうした文化・生活・歴史と空間的理解を統合した学習を

推進し、社会科地理が他教科と連携して統合的な役割を果たすことが求められる。 

③ 小学校・中学校社会科における世界の学習の体系性の欠如 

小学校・中学校社会科間における系統性や段階性には構造的な課題が存在している。

小学校第５学年「大陸と海洋、主な国」の学習は、続く産業学習や第６学年における

歴史や国際社会の学習を支える土台として位置付けられていない。また、これ以降、

世界については産業の学習で輸出入相手国として触れる程度で、世界の地理学習は第

６学年終盤まで実質的に空白期となる。児童の探究心は歴史や政治も学んだ第６学年

後半で最も高まっているのにもかかわらず、最後に位置付く国際社会の項目において、

地理・現代社会・歴史の３領域で培った知識・技能・思考を総合した深い学びが十分

実現していない。 

一方、分野別の学習形態をとる中学校社会科では、十分な基礎や興味が小学校で育

まれないまま第１学年の地理的分野が始まり、学びの接続が円滑に図られていない。

中学校では「世界の地域構成」から「世界の諸地域」（世界をアジア州、ヨーロッパ州

など６区分した州別主題学習）までが１年間に集中して扱われ、量・質ともに過重と

なっている。その結果、地理と歴史を並行して学ぶ第１学年において、世界の地理学

習を基礎から探究まで深める十分な時間は確保できず、表面的な理解にとどまる傾向

が見られる。中学校の地理的分野の「世界の地域構成」では、「世界の４分の１から３

分の１程度の国々の名称と位置を身に付けること」[20]が求められているが、これは

暗記中心の地理学習という誤解を招きやすい。むしろ、小学校段階で発達段階に応じ

て、ある程度の国の位置や名称を身に付けておくことが、児童の知的好奇心や世界認

識の基礎を育む上で適切である。 

教員アンケート調査[16]によれば、「世界の地域構成」には小学校で扱うことが「可

能」・「適切」な内容があると、約９割の教員が回答している。続く「世界各地の人々

の生活と環境」についても、７割余が同様の回答を示している。図６に示したように、

「世界の地域構成」については６割以上が「小学生から世界について知ること」を、

「世界各地の人々の生活と環境」については５割近くが「世界の多様性に気づくこと

の重要性」を理由に挙げていることが注目される。自由記述においても、「世界の地域

構成」に関しては、地球儀や地図の活用、大陸・海洋・主な国々の位置といった地理

的感覚の土台は、中学校での深い考察のためにも小学校で早期かつ確実に定着させる

べきという意見が大多数を占めた。一方、「世界各地の人々の生活と環境」に関しては、

世界の多様な文化や生活に触れることによる多文化共生・国際理解を重視すべきであ

ることや、事象を「なぜ、そうなるのか」と掘り下げる学習へと変革すべき、といっ

た提案が見られた。これらの結果から、教員は、系統的な学習構造への転換の必要性
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と実現可能性を強く認識しているといえる。 

 

 

④ グローバル課題解決に向けた地誌的視点の基盤的役割  

地球規模の課題やグローバル化が進む現代において、環境・資源・貧困・紛争など

の国際的な問題を、ローカル・ナショナル・グローバルといった多様なスケールから

考察し、複数の国・地域の関係性を重層的かつ多面的に理解する力が求められている。

こうした力を育む上で、地誌的な学習は、地域の特色や社会の構造を統合的に捉える

視点を養う基盤となる。特に国単位の地誌学習は、各国の社会・文化・自然環境の違

いを具体的に理解することで、国際社会の複雑な関係性や地球的課題の背景を読み解

く力を育てる。グローバルな課題の理解には、国境を越えた広い視野とともに、関連

する国々それぞれの立場や状況を踏まえた個別の視点が不可欠であり、国単位の地誌

学習はそのような見方を育成する有効な手段となる。しかし現状では、小学校・中学

校を通じて国単位の地誌学習は十分に位置付けられていない。 

⑤ 諸外国の状況からみる課題 

諸外国における地理教育は、日本と比較して世界の学習がより系統的かつ早期から

位置付けられている。例えば、イギリスでは地理が初等教育で独立教科として設けら

れ、ローカルからグローバルにわたる様々なスケールでの地図や事例学習による地域

認識と世界像の形成を重視し、「大陸・海洋」「世界の国々」などは第１学年から扱わ

れる。一方、ドイツでは、基礎学校（小学校第１～第４学年相当）に置かれた社会・

自然・技術・時間・空間の各視点から組織される統合的教科「事実教授（Sachunterricht）」

において、世界の学習が多様な枠組みの中で展開されている。「ヨーロッパ」や「世界」

といった地理的内容は、第３・４学年の「空間とモビリティ」の領域で体系的に扱わ

れる。世界の事例自体は、生活・文化・社会・技術など他の領域でも取り上げられて

おり、世界の国や地域について知識を得るだけでなく、異なる文化や社会の在り方に

触れ、多様な視点から世界を理解する機会が設けられている[21]。 

「世界」を学ぶとともに「世界」で学ぶことを通して、児童期から多面的・多角的

図６「世界の地域構成・環境と人々の生活」の小学校での扱い 適切理由（単位：％、複数回答可） 

（日本地理学会地理教育専門委員会｢小学校社会科「世界や外国についての学習」に関するアンケート」
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な視点や価値観を育んでいきたい。これにより、児童はグローバルな課題や多様な価

値観を主体的に理解し、持続可能な社会の創り手（担い手）として成長する基盤を築

けるはずだ。しかし、日本の小学校社会科は、自国を様々なスケールで学ぶことに重

点が置かれ、世界や外国については自国理解に付随したつながりや比較といった限定

的な扱いにとどまっている。 

⑥ ESD推進と地理教育の役割の明確化 
ESD が国際的に重視される中、地理教育の役割は十分に明確化されているとはいえ

ない。地理教育は、地球規模の課題を「どこで」「なぜ」起きているのかという地理的

背景から捉える視点を提供し、持続可能な社会の創り手（担い手）を育成する上で重

要な役割を果たす。近年、ESDや SDGs教育では、行動や態度が重視される一方で、思

考の基盤となる地域の自然や社会・文化などの事象に関する個別的・基礎的な知識や

概念などの理解が十分に重視されなかったり、後回しにされたりする場合も見受けら

れる。地理教育は本来、課題解決に必要な知識と視点を育むものであり、ESD の理念

を支える基盤として再評価されるべきである。特に小学校段階では、複雑な課題を直

接扱うのではなく、世界の自然環境や暮らし、文化の多様性を視覚的・空間的に捉え、

児童の好奇心を出発点に世界像の基礎を築く一歩としたい。 
このような教育的意義は、国内外の研究でも裏付けられている。San Diego State 

University の 2017 年の研究[22]では、地理教育が若者の地理的知識やグローバル意

識の形成に寄与することが示されている。日本国内の研究でも、地理教育が ESDの理

念に基づき、児童の多面的な視点や持続可能性への理解を育む効果があることが示さ

れている。地理教育は、環境問題や地域理解を通じて ESDの基盤となる役割を担う点

[23]、また、小学校から高等学校までの一貫した地理カリキュラムの中で、異文化理

解や地球的課題への関心を育てる重要性が指摘されている[24]。なかでも、小学校段

階における児童の世界理解の基礎を築く地理教育の必要性について多くの研究者や学

会等において繰り返し主張されてきた［25］。 
現代社会の多文化共生や国際化の進展の中で、子どもたちが世界の多様性を理解し、

他者と協働しながら持続可能な社会を築く力を育むことは、学校教育のみならず社会

全体の重要な課題である。地理教育は、ESDの理念である「多様性の理解」「他者への

共感」「持続可能な社会の創り手（担い手）育成」に直結するため、小学校から高等学

校まで一貫してその役割を発揮することが重要である。そのため、世界の学習の位置

付けを見直し、発達段階に応じて体系的に整理することで、児童の負担を増やすこと

なく、知的好奇心を尊重した最適な学びの実現が求められる。特に、小学校期から世

界の地理学習を充実させ、現行の学習内容を重点化・再構成し、児童の知的好奇心や

発達段階に応じた効果的な学びの場の提供が急務である。 
 
(3) 「地理総合」実施後の現状と課題 

  令和４年（2022年）度から実施されている高等学校等の教育課程で、地理歴史科に新

設された必履修科目「地理総合」は設置５年目に入った。この間、高等学校等の現場で
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多くの実践が積み重ねられるとともに、令和７年（2025年）度入試からは、大学入学共

通テストなどの大学等入試でも「地理総合」やその発展科目である「地理探究」の問題

の出題が開始された。さらに、令和６年（2024年）12月からは次期学習指導要領改訂に

向けた中央教育審議会など各方面の動きも始まっている。 

日本地理学会地理教育専門委員会は、「地理総合」授業の現状や課題を把握するため、

全国の高等学校教員を対象に実態調査を実施した 7。この調査は、今後の学習指導や支援

体制の充実、さらには次期学習指導要領の改訂に向けた基礎的な資料を得ることを目的

とした。調査は地理教育専門委員会と本分科会の企画により、令和７年（2025年）４月

から７月にかけて実施され、地理歴史・公民科の教育課程や採択教科書、「地理総合」の

学習指導などについて、全国各地の高等学校教員 329名から回答を得た[26]。この調査

結果をもとに、令和５年（2023年）に日本学術会議地理教育分科会が発出した見解「「地

理総合」の充実と小学校から大学まで一貫した地理教育の構築に向けて―持続可能な社

会の実現を目指して―」[2]で示した「地理総合」実施に向けた課題に対する、実施後の

状況や現場の実態を把握することで、主として中学校と高等学校「地理総合」とのカリ

キュラムの一貫性という観点から現状と課題を明らかにする。 

必履修科目「地理総合」を１年生で実施すると回答した教員は 57％、２年生での実施

は 34％で、１年生での実施率が顕著に高い。「地理総合」は中学校までの社会科等で習

得した知識やスキルを活用する主題学習として位置付けられているため、中学校の学習

内容を高等学校の教員が理解していることが不可欠である。しかし、例えば「中学校で

地域調査について学ぶ学習の内容とその知識・技能の定着度」に関する情報や研修を求

めている教員は 13％にとどまっている。この低い数値は、高等学校の教員が中学校の学

習内容を既に理解しているというよりも、むしろ関心を持っている教員が少ないと解釈

するほうが実態に合っている。このような状況では、生徒は中学校での社会科地理的分

野の内容と高等学校「地理総合」との関連性が感じられない。カリキュラム上は中学校

から高等学校への発展的な地理学習と位置付けられているにもかかわらず、両者の連続

性が十分に保障されていない。「地理総合」は主題的な学習方法を採用しており、課題解

決的で調査活動を重視する科目である。しかし、表２のように、依然として講義型が多

く、地域の課題設定や調査を重視する内容Ｃ（2）においても、講義型で実施する教員が

半数以上を占めている。 

一方、課題の追究及び課題の設定と発表型の授業を行っている教員は２割に満たない。

背景には、教員が感じている指導上の制約がある。具体的には、地域調査などに必要な

時間数の確保が必要と考えている教員が 45％、地域調査の内容や方法に関する研修が必

要と考えている教員が 41％いる。つまり、地域調査の指導の仕方が分からないというス

キル面、実施したくても時間数が確保できないという環境面での課題を多くの教員が抱

 
7 本調査はウェブで実施し、38都道府県の高等学校教員 329名（このうち 314名が「地理総合」を担当）から回答を得た。 
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えており、調査学習が講義中心となっていることが現状の課題といえる。 

 

 さらに、この調査では、教員の教えやすさ・教えにくさと教員から見た生徒の学びや

すさ・学びにくさが示されている。その結果が表３である。 

 

この調査結果によると、最も教えやすく、また教員から見て「生徒が学びやすい」と

判断された中項目が「生活文化の多様性と国際理解」である。この内容は従来の地理学

習に近く、また中学校社会科地理的分野の世界地誌の内容とも関連しやすいため、教員・

生徒双方にとって取り組みやすい項目といえる。一方で、最も教えにくく、学びにくい

項目とされたのが ESDに深く関わる「生活圏の調査と地域の展望」である。地域調査は

本来、小学校や中学校でも実施されるべき内容であるものの、前述したように、教員が

研修として希望する講習内容の一つとなっており、指導方法に不安を抱える教員が多い

ことが課題である。教員が「生徒にとって学びにくい」と感じているケースも多く、小

学校・中学校との連携に最も課題が見られる項目である。なお、「生徒にとって学びやす

い」と回答した教員も半数近くに上ることから、学習内容としては、生徒が関心を持ち

やすい側面も有しているといえる。 

表３ 「地理総合」中項目の教員の教えやすさ・生徒の学びやすさ （単位：％） 

出典：日本地理学会 2025秋季学術大会シンポジウム発表資料（浅川俊夫） 

出典：日本地理学会 2025秋季学術大会シンポジウム発表資料（浅川俊夫） 

表２ 「地理総合」中項目の指導・学習形態 （単位：％） 
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なお、「地理総合」に対する教員の評価を見ると、充実させるべき項目として「自然環

境と防災」（34.7％）と「地図や地理情報システムと現代世界」（24.8％）が挙げられて

いる。一方、現状維持を望む項目は「地域的課題と国際協力」（70.1％）、「生活文化の多

様性と国際理解」（67.2％）などで、他の項目でも 55％以上となっている。さらに削減

したい項目として最も高いものでも「生活圏の調査と地域の展望」（11.8％）にとどまっ

ている。 

以上のことから、「地理総合」の学習内容自体は教員におおむね理解され、着実に浸透

しつつある。しかし、地域調査の学習や、中学校との連携といった課題は改善されてお

らず、これらは喫緊の課題として早急に取り組む必要がある。さらに「地理総合」では、

中学校までの地誌学習や系統地理学習といった地理的アプローチを基盤として、ESD の

視点を取り入れた主題学習として、課題設定や探究的な学習形態が求められる。しかし、

そうした学習方法が十分に実践されているとはいえない。この背景には、教員が新しい

指導法を理解し習熟するための時間的余裕の不足や、活用可能な教材リソースの制約と

いった課題もあり、教材提供やサポート体制の構築が不可欠である。その上で、探究的

な指導方法を教員が理解し、実際に採用できるような研修の充実が必要である。そして、

その前提として、中学校までの地誌学習、系統地理学習が、基盤として確実に行われ機

能する体制が求められる。 

 

(4) 大学における地理教育の現状と課題 

小学校から高等学校までの一貫した地理教育カリキュラムを実施するに当たっては、

大学における免許取得科目（地理学等の専門知識を学ぶ「教科に関する科目」）と、社会

科・地理歴史科教育法などの教え方を学ぶ教科教育科目においても、以下の課題を踏ま

えた講義内容の検討が必要である。 

第一は、地球的課題に対する持続可能な社会構築（SDGs達成）のため、場所・国とい

った基礎的な理解の上に ESD に地理学が取り組む必要がある点である。「地理総合」で

は、主題学習を通じて課題を見出し、その課題の解決を探究する学習が求められる。地

理で主題学習を行うには、地理的な見方・考え方に着目して、地域という枠組みで地球

的課題に取り組む視点が重要である。その解決のためには、グローバルな観点とその地

域に応じたローカルな観点との両側面からのアプローチが不可欠である。また、地理の

概念・観点に基づいて環境学や文化人類学、社会学など他学問分野の成果を取り入れた

学習も重要となる。さらには、自然条件や経済格差による貧困などの地球的課題は植民

地となった歴史的経緯などの反映であり、そうした歴史的要因をも考慮する必要がある。

地理学においても、他学問と重なり合うテーマや、他学問の成果を考慮した研究が見ら

れるようになっている。このような幅広い知見を踏まえた「地理総合」を担当する教員

には、地理学のみならず、他学問の成果を踏まえた教育ができる資質・能力を育成する

必要がある。その育成には、大学教育が大きな役割を果たすと考えられる。しかしなが

ら、地理学の講義では、こうした資質・能力を十分に育成できているとはいえない。免

許取得のための「自然地理学」「人文地理学」「地誌学」といった地理学を分立させた従
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来の履修区分に基づく免許取得科目の構成のみでは、「地理総合」に求められる地理教育

の在り方と整合しなくなっている。 

第二は、人間圏―生物圏―地球環境をシステムとしてとらえる必要がある点である。 

Folkeら［27］がハーマン・デイリー（H.Daly）の思想、すなわち、自然資本を土台とし

た経済・社会の形成が人々の幸福を実現するという点を踏まえ、SDGsの目標 17（パート

ナーシップ）を頂点とし、他の目標をその下の３つの階層「経済圏」「社会圏」「生物圏」

とした SDGs向けにアレンジしたウェディングケーキモデルが示すように、経済・社会か

らなる人間社会（人間圏）は自然資本（生物圏）に支えられている。これらは地球環境

という基盤の上に成り立っており、人間圏―生物圏―地球環境は相互に作用するシステ

ムを形成している。しかし、現状ではそのようなシステムを学習する機会が少ない。大

学においては、これまでの小学校・中学校・高等学校での学び、「地理総合」で触れたコ

ンピテンシー・ベースの教育内容に対する理解促進が課題となっており、従来型の地理

学の講義が展開される例が散見される。地球的課題の解決には、SDGsウェディングケー

キモデルを意識し、人間圏―生物圏―地球環境が相互に作用するシステムの理解に基づ

く対策立案が重要であり、こうしたシステムの理解とともに、それに基づく対策を含め

考察する講義や実習が求められる。 

 

図７ SDGsウェディングケーキモデル 

 

学校教育をめぐっては様々な課題が浮上している。教員の過剰な負担や、教員の資質

向上が大きな問題になっており、政府などにより改善策が提示されてはいる。しかし、

教員の負担が大きいとされる中で、どのように改善していくのかは、行政だけでなく、

大学の教員養成の教育とも関わる。このことは、「地理総合」において特に深刻であり、

その対応は急を要するが、地理教育、ESDにおいては、小学校から高等学校までの ESDに

関わる地理教育だけでなく、大学教育としても考えるべき状況となっている。 

 

(5) 地理教育の社会実装の現状と課題 

 社会実装とは、研究によって得られた知識や技術を実社会で活用することである。し

たがって地理教育の社会実装とは、地理学関連学会や日本学術会議における審議を通じ

出典：The SDGs wedding cake.(https://www.stockholmresilience.org/research/research-news/2016-

06-14-the-sdgs-wedding-cake.html) 

 

https://www.jstor.org/stable/26269981
https://www.jstor.org/stable/26269981
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て発展してきた地理的見方・考え方を実社会で活用することを意味する。日本学術会議

「高校地理歴史科教育に関する分科会」の提言「新しい高校地理・歴史教育の創造－グ

ローバル化に対応した時空間認識の育成－」[1]を端緒として、「地理総合」の授業が開

始され、初等教育から高等教育まで一貫したカリキュラムを構想し得る条件が整った。

これは、地理教育の社会実装を進める上で大きな前進である。 

  現行学習指導要領における「地理総合」の目標は、「社会的事象の地理的な見方・考え

方を働かせ、課題を追究したり解決したりする活動を通じて、広い視野に立ち、グロー

バル化する国際社会に主体的に生きる平和で民主的な国家及び社会の有意な形成者に

必要な公民としての資質・能力」の育成である。その内容は、「地図・GISの活用」「国際

理解と国際協力」「持続可能な地域づくりと私たち」の３本の柱に集約される。 

「地理総合」の必履修化を控えた時期に、これを取り上げた新聞報道を分析したとこ

ろ、その内容は新たに重点化された学習項目のうち「地図・GISの技能」や「自然環境と

防災」に偏る傾向があり、「国際理解と国際協力」に関連する内容の扱いは希薄であった

[2]。このことは、人々の「地理総合」に対する関心と期待が実用的で応用的な側面に向

いている実態を物語る。 

そのような手段的な意味での地理教育の社会実装であれば、「地理総合」の必履修化を

待つまでもなく相当程度実現されている。もはやデジタル地図やナビゲーションシステ

ムのない日常は考えられず、万全には程遠いとはいえ、ハザードマップが社会に浸透し、

人々の防災意識は以前に比べれば高まっている。 

こうした手段の社会実装とは異なり、「国際理解と国際協力」の社会実装は意識・態度

の社会実装に他ならない。国際社会が自国中心主義の傾向を強め、世界各地で発生する

戦争や紛争を終結に導けずにいる現代において、「国際理解と国際協力」の社会実装は不

可欠である。しかし、この意識・態度の社会実装は、手段の社会実装に対して立ち遅れ

ている。既に述べたように、子どもの外国や国際社会に対する関心はむしろ後退傾向に

ある。生物多様性にせよ、文化的多様性にせよ、多様性に対する関心が薄れればそれを

尊重する態度は育まれない。そして多様性を尊重する態度がなければ、地球環境問題や

国際紛争を自分ごととして捉え、国際協力によってそれを解決する必要性を認識し得な

い。 

地理教育の社会実装を考える上で、『君たちはどう生きるか』[28]の一節は示唆に富ん

でいる。主人公コペル君は、ある日、幼い頃に飲んだオーストラリア産の粉ミルクが、

無数の人々の労働や流通を経て自分の手元に届いていた事実に気付く。「人間分子網の

目の法則」と名付けたこの発見を通じて、コペル君は「どのように社会・世界と関わり、

よりよい人生を送るか」を問うことができるようになったのである。地理教育において

も、地球的課題を自分ごととして捉え、国際協力の必要性を認識する意識・態度の社会

実装のためには、地理的相互依存作用の「人間化」が不可欠なのである。本書に関して

は、牛垣による授業案も提示されており[29]、近年の漫画化による再評価も記憶に新し

い。こうした広く親しまれている題材を一般向けの公開講座等に活用すれば、「地理」及

び地理学の多面的な魅力を広く発信することもできるだろう。 
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なお、日本地理学会は「地域調査士」「GIS学術士」といった資格認定制度を設けてお

り、地理学や地理教育でも、社会実装に向けたスキルや知識の有用性が重視されるよう

になっている。こうした資格認定制度によって実践的な知識や技能など手段の社会実装

が一層進む意義は極めて大きい。他方で、資格を取得する目的を能力証明による個人の

価値付けにとどめず、社会課題や地球的課題の解決へと広げていくためにも、意識・態

度の社会実装が求められている。 

  
４ 見 解：ESDの充実を軸とした地理教育一貫カリキュラムの構築と展開 

(1) 地理教育を中核としたフィールドワークの推進：持続可能な社会の担い手育成 

フィールドワークの学習は、発達段階に応じて、身近な地域から市町村レベル、県レ

ベル、国レベルへと地域スケールを単に拡大して学習するものではない。算数・数学や

理科の学習において、公式や理論の基礎的な内容を学習した後、応用問題を解く力の育

成を図るという一連の学習の順序性と同様に、フィールドワークの学習も基礎的スキル

を習得後、それを発展させて情報収集と分析を伴ったデスクワークと、フィールドでの

観察力の育成、多様な調査方法の習得やコミュニケーション能力の育成、調査結果につ

いて考察や調査成果を発表する表現力の育成へと学習が展開する順序性がある。また、

フィールドワークの学習では、地理的概念を習得するための地理的事象・社会事象の因

果関係について地図から読み取る活動、既習事項を活用しながら地図を使って比較や分

類などの考察を行う活動、考察結果を根拠にして意思決定や判断を行う活動がバランス

よく設定される必要がある。 

フィールドワークを通した学習は地域的課題や地球的課題を調べ、課題解決のために

必要な資質・能力を育成するために重要であり、学校における地理学習だけではなくす

べての教科の探究学習につながるとともに、生涯にわたってより良い社会を築き、ウェ

ルビーイングの向上を図る社会の創り手（担い手）を育む。つまり、フィールドワーク

の系統的な学習で習得したスキルや思考力は、地球的規模での課題の解決を図る ESDに

貢献し、SDGs達成に重要な役割を持っている。フィールドワークについては地理教育だ

けではなく、総合学習の機会などを利用して複数の教科との連携により、地域的課題や

地球的課題を発見し、世界的視野での課題解決のために必要な資質・能力の育成を図る

ために重要である。さらに、行政、ジャーナリスト、地域住民、関連分野の専門家、研

究者などの様々な観点から事象を捉え、考える力を育成することが求められている。こ

のように、フィールドワークの学習は持続可能な社会の形成のためのエージェンシーの

育成に重要である。そのため、小学校から高等学校までフィールドワークを実施できる

能力をスパイラルに向上できる一貫したカリキュラムの構築が急務である。 

 

(2) 小学校で育む世界への関心と学びの充実：小･中学校の連携強化による段階的展開 

持続可能な社会の創り手（担い手）を育成するためには、世界を自国に付随する学習

対象としてではなく、独立した対象として捉える学習構造への転換が重要である。小学

校段階ではまず、児童の知的好奇心を活かし、世界の多様な自然環境や文化に触れるこ



19 
 

とで、「違いは面白い」という肯定的な受容の感覚を育みたい。それを土台として、段階

的に多角的・空間的・総合的な視点から地球規模の課題を捉える力を身に付け、自ら「世

界像」を描き出せるよう支援することが、地理教育の果たすべき役割である。 

以下の具体的な改善案は、カリキュラム・オーバーロードを避け「深い学び」を実装

し、学校や地域の実態に応じた柔軟かつ効果的な実践や教科横断的な教育課程、小学校・

中学校の一貫性を可能とするものである。 

① 態度・価値観の基盤となる基礎知識の獲得と小学校・中学校の系統性の整備 

小学校段階では、児童の関心が高い現行の第５学年「大陸と海洋、主な国」の学習

を充実させ、その後の産業学習や歴史、国際社会の学習、さらには中学校地理への円

滑な接続を図ることが重要である。小学校では、国際理解の観点から他教科も含め「国

旗の尊重」が学習指導要領の随所に記され、児童は強い関心を示す。このような関心

も活かし、未知の知識の習得に前向きな小学校段階で、基礎的な国の位置や名称を楽

しく習得し、中学校での更なる深化へと繋げることが望ましい。 
また、第６学年の「つながりが深い国の生活」は、従来の「日本と経済や文化など

の面でのつながり」に限定せず、地域や児童の実態に合わせ柔軟に学習対象となる国

を選定することが望ましい。特に、できるだけ多様で日本と環境や文化が大きく異な

る国、さらには従来あまり着目されてこなかった在日者の多いベトナム、フィリピン、

ネパールなどの扱いは、多様性への理解と尊重の態度を育む一助となる。各国を独立

した存在として捉え、その国の環境や文化を主体的に学ぶ視点は、現行中学校で扱わ

れている「世界各地の人々の生活と環境」への円滑な接続となり、さらに、州別主題

学習において個々の国に注目したり、州を超えた比較や関連性に着目したりといった、

多様なスケールから世界を捉える力の基礎となる。 
このように、小学校段階から世界を地理的に捉える基礎を養い、中学校では州別主

題学習を通じて探究的な学びに十分な時間を確保し、国や地域の関係性や地球的課題

を空間的に捉える力を重点的に育成すれば、児童・生徒の発達段階に応じた効果的な

学びにつながる。そのためには、小学校段階から高等学校段階まで見通した世界の学

習のカリキュラムを策定すべきである。 
② 教科横断的な連携と探究活動の活性化 

諸教科（外国語、音楽、国語、道徳など）や総合的な学習の時間などと連携し、世

界の事象を空間的枠組みで再構成する活動を意識的に組み込む。他教科での世界との

出合いを活かし、社会科は世界の学習の基盤・プラットフォームとして、児童の興味

関心を広げる役割を担う。例えば、外国語科で扱う国や地域について、社会科で地理

的視点から取り上げることで、児童の理解や興味を深められる。また、国際理解等を

テーマとした総合的な学習であれば、活動で生じた児童の気付きや疑問を、社会科が

地理的・空間的な視点で掘り下げ、世界の多様性や課題について深く探究する学びへ

と発展させたい。そのためには、より一層柔軟性のある教科横断的なカリキュラムが

組めるような制度を整えるべきである。 
さらに、地球儀や地図帳を他教科や総合的な学習の時間でも積極的に活用し、視覚
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的世界認識の育成を図る。これらの教材を「探究のツール」として位置付け、児童が

親しみをもって触れる機会を増やし、興味関心に応じて主体的に活用する習慣を身に

付けることを支援できる。地球儀や紙地図を通じて養われる地図概念や俯瞰的視点は、

児童がデジタル地図等を使いこなすための前提となる。 
③ 実装のための制度的保障の充実 

世界についての学習機会を保障し、その質を高めるため、文部科学省には、「世界の

学習を通じての多様性・共感の育成」「段階的・系統的な学びの意識化」「多様性・独

立性への理解」などの観点を、学習指導要領やその解説に具体的に明記し、他教科と

連携した国際理解や ESDにつながる柔軟な教育課程編成を可能とするための、授業時

数の弾力的な運用や教材整備の支援など、実質的な制度的保障の充実が求められる。

教育委員会には、こうした制度の趣旨を踏まえたカリキュラム編成や、現場の実践を

支援する体制の整備、実践事例の共有、教員研修や学習材の提供など、現場の工夫を

具体的に支える役割を期待する。また、地域社会も学校と連携しながら、多様な学び

の機会や国際理解の場や人材を提供するなどの役割の拡充が求められる。加えて大学

の教員養成課程においては、地域連携やグローバル化への対応、ESD などに関する教

科横断的な授業づくりについて協働的に学ぶ活動を、教職実践演習などで実施すべき

である。さらに、社会教育機関やメディアは、質の高い教材や情報発信を通じて学校

教育と連携し、学習機会の向上に寄与していただきたい。 

 

(3) 教員研修と学習体系の構築による「地理総合」の発展 

「地理総合」の学習内容は、担当する教員にはおおむね理解され、着実に浸透している。

しかし、授業形態にはそれが十分に反映されていない。例えば、地域調査の実施状況の

低迷はその一例といえよう。このような課題を改善するためには、教員が小学校から高

等学校までどのような地理学習が行われ、各段階でどのような資質・能力が育まれるの

か、理解を深める姿勢が不可欠である。高等学校の教員は、小学校・中学校で培われた

力をどのように発展させるかを意識して指導すべきである。小学校・中学校の教員は、

自分たちが育成しようとしている資質・能力を高等学校でどのように高めようとしてい

るのかを把握しておくことが重要である。そのため、研修においては、小学校から高等

学校まで一貫した地理教育カリキュラムの基盤となる資質・能力の育成について学ぶ機

会の創出が必要である。教育委員会などが主導し、社会科や地理を担当する教員の学校

種間の垣根を越えた研修と連携できる体制の構築が欠かせない。 

他方、中学校での地誌学習は、動態地誌的学習の導入や、地理学だけでなく他分野の

成果や知見の取り入れにより、新しい現代的な課題にも対応している。例えば地域によ

る社会進出の相違などは社会学や文化人類学の成果が有効である。また、地誌を説明す

るだけでなく、地理的な見方・考え方に基づいて課題を捉えることで、地誌学習におい

ても分析的な学びが可能となり、地理的概念や主題に基づいて学習が展開されるアメリ

カやヨーロッパ、近年、探究型学習を強化しているアジア諸国などで行われている地理

学習と同様に、質の高い地誌学習が展開されている。 
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 「地理総合」では、こうした中学校社会科での学習内容を高校の教員が十分に踏まえ、

主題学習にスムーズに移行できるよう生徒を指導することが求められる。そのためには、

中学校と高等学校の教員が相互に地理学習の内容を理解し合えるよう、教育委員会など

が対話の場を設置すべきである。また、中学校の地理学習を充実させるためには、小学

校段階から世界について学ぶ機会を設ければ、中学校での学習負担の軽減にもつながる。

校種間で学習の流れがスムーズになるよう小学校、中学校、高等学校を通じた一貫した

カリキュラムを早急に整備する必要がある。 

 

(4) 教員養成に関わる大学地理教育の再構築：地理教育における教員養成の現代化 

  これまでの小学校・中学校・高等学校での学び、「地理総合」で触れたコンピテンシー・

ベースの教育内容を更に発展させ、持続可能社会の構築に向けて、①環境問題や災害の

現場に直接触れ、自ら環境と社会とのつながりを考える機会を充実させること、②環境・

災害、世界の諸地域に関わる最新情報を関係機関から収集し、客観的な情報インフラを

整備すること、③情報集約・解析を進め、学際的・俯瞰的研究を深化させ、人間圏―生

物圏―地球環境からなるシステムを理解し、社会問題解決への介入点を明らかにするこ

と、などが必要である。 

そのためには、教員養成課程において、地理学を専門とする教員を必ず配置し、地理

学と隣接分野の文化人類学やグローバルスタディなどの専門領域の基礎的知識とフィ

ールドワークの学習体験をもった教員を養成する必要がある。その上で従来の「自然地

理学」「人文地理学」「地誌学」といった枠組みに捉われず、地球から地域までを俯瞰す

る地球的・国際的視野を持つ人材育成を意識した講義や実習の設計が求められる。加え

て、大学教員のこうした意識改革を促すためには、大学・大学院での教育や、公的研究

資源の配分機関において、システム的・学際的・俯瞰的研究に対する評価基準を新たに

設けるなどの促進策も必要となろう。 

  地球的課題に向き合うためには、教員免許教科「地理歴史」の科目構成の再検討が必

要である。現在の「人文地理学」「自然地理学」「地誌学」といった従来の履修区分が地

球規模の課題への対応と必ずしも一致しない場合があるためである。また、教科に関す

る専門的事項の授業が教科書に沿った内容に偏り、学びが固定的になる傾向も見受けら

れる。例えば、ジェンダーは社会学でも取り上げられるが、地理学的にどう捉えるか、

場所・国によって異なる解決方法があり、その観点から他分野と融合できる地理の在り

方が求められよう。こうした課題の改善のためには、文部科学省による教員免許の科目

区分の柔軟な運用と、各大学の教員養成カリキュラムにおいては、地理学的な観点を基

盤としつつ、他分野の成果を融合させた学際的・俯瞰的な授業の充実を強く求める。 

 

(5) 地理的相互依存作用の「人間化」を通じた意識・態度の育成 

地理教育の社会実装の課題は、手段として有用な知識・技能の社会実装は進む一方、

社会課題や地球的課題に向き合う意識・態度の社会実装が遅れている点に集約される。 

現行の学習指導要領は、学校教育を通じて育成すべき資質・能力を「知識・技能」「思
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考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の３つに整理している。このう

ち、「学びに向かう力、人間性等」は、「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生

を送るか」という問いとの関係で養われる。この問いは、必然的に「地理的多様性に満

ちた世界において、どのように･･･」という形で問われることになる。そして、問いの探

求を通じて育成されるべきは、地理的多様性に関心を持ってこれを尊重し、地球的課題

を自分ごととして捉え、国際協力の必要性を認識する意識・態度である。持続可能な社

会を構築する人間の育成という地理教育の使命を達成するためには、「地理」を学ぶこと

を何らかの目的に対する手段の獲得に還元せず、学ぶこと自体が目的であるという意

識・態度の醸成が必要である。 

地理的見方・考え方の５つの次元、すなわち位置と分布、場所、地人相関、地理的相

互依存作用、地域の観点のうち、意識・態度の社会実装に最も重要なのは、地理的相互

依存作用である。早くも小学校第５学年の段階において、児童のいま・ここでの生活が

世界各国から輸入された多様な商品に依存して成り立っている実態を学習する。しかし、

それらが日本へ向かう矢印で示される図式が表象するように、日本にもたらされる商品

が人間の労働によって生産されている事実はほとんど意識されない。人と人との関係が

地域間関係に還元されるこの傾向は、高等学校の「地理総合」「地理探究」にまで引き継

がれているし、アカデミズムにおいても払拭されてはいない。商品の流通は、それぞれ

の地域の人々の価値判断や意思決定による合意形成の結果であり、地理的相互作用とし

て社会に実装されるものである。さらに、こうした商品は人間による労働を通じて生産

されている。すなわち、意識・態度の社会実装においては、地理教育においても地理学

研究においても、こうした人間の活動プロセスに着目し、地理的相互依存作用という次

元が「人間不在の地理」に陥らないよう配慮すべきであろう。 

教科としての「地理」も学問としての地理学も、世界が多様性に満ちているという事

実の上に成立している。関係者が知恵を出し合い、幼稚園から小学校・中学校・高等学

校、そして大学さらには社会教育を通じて、地理的多様性に対する関心とこれを尊重す

る態度を育むことが肝要である。そしてその土台の上に、国際協力に基づく地球的課題

の解決に向き合う意識・態度を持った主体を形成していく姿勢を、目標として強調すべ

きである。 

 

(6) 小学校から高等学校までの地理教育一貫カリキュラム（試案） 

小学校から高等学校、さらに大学教育や社会実装につながる地理教育の全体像を構想

することが求められる。これまで述べてきたフィールドワークの学習と世界の地理学習、

そしてそれらの ESDとの関連を踏まえ、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムの

試案を提示する。学年が上がるにつれて、対象を広げ、学習者の関わり方が受動的理解

から主体的行動へと発展していくような設計が重要である。フィールドワークの学習や

世界地理学習といった内容や技能を、どの段階でどの程度達成させるべきか、教育段階

ごとに地理学習の位置付けを明確にする必要がある。 

具体的なイメージについては、参考例として表４に暫定的な試案を示す。この試案は
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授業時数を増やすのではなく、中学校、高等学校では現行の学習指導要領の範囲でも十

分対応可能である。小学校では、教員の裁量により社会科で調べる学習の時間を確保し、

他教科や社会科における他の学習内容との関連を図る想定である。この試案ではフィー

ルドワーク、世界の学習、ESD との関連を事例に、小学校から高等学校までの重複感を

減らし、スパイラルにスキルアップできるような一貫性を促す試案となっている。ここ

で示した試案は、現行カリキュラムの課題克服に向けた一つの方向性を示す検討の出発

点であり、今後、更なる改善と多角的な検証を通じた発展が期待される。 

こうしたカリキュラムを具現化するには、文部科学省が学習指導要領において小学校

から高等学校までの校種間の連携の不可欠性を強調し、接続モデルを示すことが求めら

れる。同時に、教育委員会による主導や校長の教員指導においても、教員が校種を越え

た学習内容の関連性を理解するための研修の充実が求められる。また、大学における地

理教育の在り方や教員免許制度の見直しも、文部科学省が併せて検討すべき課題である。 

  日本ユネスコ国内委員会の「持続可能な開発のための教育推進の手引」に見られるよ

うな教科を超えた総合的な単元学習も可能である。さらに今後は、教科間の学習につい

てより一層柔軟性を持たせ、小学校社会科、英語、理科などの学習を融合させ、ESD の

視点を取り入れられるようなカリキュラムの弾力化が必要である。例えば、CLIL（内容

言語統合型学習）など、外国語科と社会科を融合した先進的な教育手法が参考になる。

小学校社会科で世界の国々を扱う際、英語の授業でその国についての記述がある場合に、

社会科と英語の融合の時間を設定するなどして、その国の位置や特色などを教科用図書

表４ 小学校から高等学校までの地理教育一貫カリキュラムの試案 

（フィールドワーク・世界の地理学習・ESD） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地理教育・ESD分科会作成） 

                  

 



24 
 

「地図帳」を用いて学び、その国の特徴を理解する。こうした学習は双方の教科におい

てより深い学びが期待できる。また、中学校のフィールドワークにおいては、調査方法

の基礎を社会科地理的分野で学び、実際のフィールドワークは歴史的分野、公民的分野、

さらには理科（地学・生物等）を統合する教科横断的な時間の設定が有効である。それ

ぞれの分野の「見方・考え方」を働かせながら地域を観察・考察することで、より一層

地域の特徴やそれぞれの分野の内容を深めることができる。こうした分野や教科を超え

た融合的な学習を、教育学や現場教員との連携を深めながら、柔軟に組み入れられるカ

リキュラムを作成しやすいような学習指導要領の在り方を検討すべきである。 

 

５ おわりに 

 ESD の理念を基盤に、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムを中心に、小学校段

階からのフィールドワークの重視と世界の地理学習の充実を柱として述べてきた。 

近年、地理教育は、動態的な視点の導入や、地理学以外の多様な分野の成果を取り入れ、

現代的な課題や地球的な課題の解決に向けた資質・能力の育成につながる新しい学びへと

発展している。地域の特色を統合的に把握し、地理的な見方・考え方に基づいて課題を捉

える探究的な学びを重視する日本独自の新しい地誌の方向性は、アメリカやヨーロッパ、

近年ではアジア諸国でも進められている質の高い地理教育と並び得るものである。世界の

地理学習においても地域の特色を理解・比較する上で地誌的アプローチが有効であり、ま

た、フィールドワークは体験を通じて地域の実態を理解する基盤となる。このような地理

教育は ESDの理念と深く結び付き、持続可能な社会の創り手（担い手）を育む。 

以上の方向性を具体的なカリキュラムとして構想するために提示した小学校から高等

学校までの一貫カリキュラム試案（表４）は、現行の学習指導要領の範囲でも対応可能で

あり、地理教育の新しい方向性を具体化するための出発点である。実施するに当たっては、

地理学に加え、環境科学や文化人類学、社会学を始めとする関連諸科学の成果と知見を融

合し、地球的課題を多面的・多角的に考察する視点が不可欠である。地域という枠組みを

基盤に、地理的な見方・考え方を用いて課題を捉える学びを通してこそ、ESD が実質化さ

れる。そして、より良い社会へと変革する能力、すなわちエージェンシーを備えた、持続

可能な社会の創り手（担い手）となる子どもたちを育成できる。 

さらに、これらの学びを支えるためには、大学における地理教育や教員養成の在り方の

再考が不可欠である。大学教育で育まれる学際的・俯瞰的視点、システム思考、フィール

ドワークの経験は、初等・中等教育における地理教育の質を高め、社会実装としての地理

教育を支える基盤となる。 

以上のように、現状を理解する地理教育から、現状を踏まえつつ未来を志向する地理教

育への転換が求められる。これは、将来の社会構築という意味での社会実装にとどまらな

い。多面的・多角的に世界を個々人が認識するという意味での社会実装として展開すれば、

自らの生活圏や地域の展望と地球的課題を結び付けて意識できるようになる。その結果、

個人と人類の幸福、すなわちウェルビーイングの達成に寄与する地理教育へとつながる。 
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＜参考資料１＞審議経過 

 

地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育・ESD分科会（第 26期） 

 

令和６年（2024年）３月４日 第１回 (活動方針、小委員会の設置) 

令和６年（2024年）４月 12日－４月 27日 第２回メール審議（小委員会の設置と活動方

針） 

令和７年（2025年）１月６日 第３回（公開シンポジウム、今後の活動について） 

令和７年（2025年）３月 20日 日本学術会議・日本地理学会合同シンポジウム（公

開）：初等教育における世界的な視野の獲得について（駒澤大学） 

令和７年（2025年）７月 24日 第４回（ESD関連研究者との意思の表出（見解）案の検

討） 

環境学委員会環境思想・環境教育分科会委員長 豊田光世氏（環境学） 

ユネスコ国内委員会 奈良教育大学 ESD･ADGsセンター特任・名誉教授 中澤静男氏

（ESD） 

宮城教育大学教育学部（国際教育領域）教授 市瀬智紀氏（ESD） 

東京都市大学教授 佐藤真久氏(国際理解教育・ESD) 

令和７年（2025年）９月 21日 日本学術会議・日本地理学会合同シンポジウム（公

開）：地球的課題解決のための資質・能力を育成する地理教育－小学校・中学校・高等

学校までの一貫カリキュラムに向けて－（弘前大学） 

 

各小委員会 

・学校地理教育小委員会 

 令和６年（2024年）８月６日 第１回（学校地理教育の内容について） 

 令和６年（2024年）10月１日 第２回（小・中・高校のフィールドワークについて） 

 

・国際理解教育の社会実装委員会 

 令和７年（2025年）１月６日 第１回（公開シンポジウムについて） 
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＜参考資料２＞シンポジウム関連 

１．公開シンポジウム：初等教育における世界的な視野の獲得について 

 

本シンポジウムの報告は E-journal GEO 20(2）：437-440（2025）に掲載。 
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２．公開シンポジウム：地球的課題解決のための資質・能力を育成する地理教育－小学

校・中学校・高等学校までの一貫カリキュラムに向けて－ 

 

本シンポジウムの報告は E-journal GEO 21(1）：127-129（2026）に掲載。 
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	１　はじめに
	気候変動、感染症、食料・水不足、資源枯渇、格差拡大などが急速に進む現代社会において、SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）を含む持続可能な社会・地球の実現に向けての教育、すなわち地球的課題解決のための資質・能力を育成するESD（Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育。現行学習指導要領の根幹をなす「持続可能な社会の創り手（担い手）」の育成を目指す教育）0F の更なる充実は、UNESCO...
	一方、学校教育における地理教育は、身近な地域から世界、地球全体までの空間認識を育成し、国際理解を深め、平和で持続可能なグローバル社会の構築を目指す能力や態度を培う人間形成のための教育である。地理教育は、ESDの中核に位置付けられ、文理融合的な性格を有する地理学だけでなく、文化人類学や環境学、教育学など広範な学問分野の成果から構成されており、ESDの推進に果たす役割は大きい。さらに地理では、地理的見方・考え方の５つの次元、すなわち、位置と分布、場所、地人相関、地理的相互依存作用、地域の観点から考察を...
	そのため、ESDを中核とする地理教育の小学校・中学校・高等学校までの一貫したカリキュラムについて、地球的規模での課題の解決を図るESDにとって最も重要な「世界的視野の獲得」と「地域社会への主体的な関わり」の双方を育む観点から検討し、学校教育及び教員養成に携わる行政・教育関係者、さらには広く一般社会に対して、具体的な改善策を提案する意義は極めて大きい。
	２　作成の背景
	令和４年（2022年）４月から、高等学校において、「地理総合」が地理歴史科の必履修科目として授業が開始された。これにより、小学校では社会科（区分：地理的環境と人々の生活）、中学校では社会科地理的分野、そして高等学校の「地理総合」と、すべての児童・生徒が小学校から高等学校まで地理を学習する体制となった。この実現には、平成23年（2011年）8月に日本学術会議から発出された提言「新しい高校地理・歴史教育の創造－グローバル化に対応した時空間認識の育成－」[1]が大きく貢献しているといえる。日本学術会議...
	また、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムを提案するに当たり、これまで高等学校を中心として議論を進めてきたため、地理教育やESDの入り口となる初等教育については十分な改善策を提示し得なかった。そこで、初等教育での地理教育，とりわけESDの視点に立った地理学習の現状と課題を明らかにし、改善策を述べるとともに、地理学以外の関係者との意見交換も踏まえ、より一層学問の融合的な観点からの改善を目指す必要がある。さらに、大学教育としての地理教育や実社会で活用できる地理教育とも連携させることで、ESDが目...
	３　現状及び問題点
	フィールドワークは地理学習における重要で中核的な技能・内容である。1988年の教育改革法を契機にイギリス（イングランド）において初のナショナル・カリキュラム（National Curriculum、以下NCとする）が設定されたが、1991年の最初のNC地理から現時点における最新版である2013年改訂版NC地理に至るまで、フィールドワークに関わる何らかの言及がなされてきた。NC地理（年齢別の段階を示すキーステージ１～３）では一貫してフィールドワークに関わる項目が設定されており、またNC地理だけでなく...
	(2)　小学校･中学校における世界に関する学習の現状と課題
	現代の子どもたちの日常には世界に関する情報が溢れている。しかし、その多くは断片化しており、戦争や災害など「負の情報」が目立つ。また、学校外での情報取得は個人差が大きく、得た情報は蓄積されず、他者と共有されにくい。このような状況下、図３・４をはじめとする近年の諸調査2F では、子どもたちの世界や外国、国際社会に対する関心が後退傾向にあることが明らかになっている[14]。
	一方で、近年、児童・生徒向けの世界地理関連書籍が多く出版されていることなどからも、子どもたちが世界を知る機会への保護者や市民の関心や社会のニーズは増していると考えられる。加えて、地域社会や学校において外国人住民や外国籍の児童・生徒が増加し、多文化共生が進む中で、子どもたちが世界について学ぶ必要性はますます高まっている。さらに、若者を対象とした調査では、図５に示したように、若者が世界や環境問題への関心が薄く、「世界」より「日本」、「環境」より「自分の生活」を優先する傾向が強まっていることも報告されて...
	本来、義務教育段階、特に知的好奇心や想像力が最も豊かな小学校期は、世界像の基礎と他者への共感的理解の土台を築く重要な時期である。しかしながら、現状では、系統的な世界認識と地球的視野の育成において学校教育が果たすべき役割が十分に発揮されていない。平成29年（2017年）及び平成30年（2018年）告示の学習指導要領では、小学校・中学校社会科及び高等学校地理歴史科・公民科の共通目標として「グローバル化する国際社会に主体的に生きる」資質・能力の育成が掲げられている。この目標を達成するためにも、児童・生徒...
	国立教育政策研究所による学習指導要領実施状況調査において、１年間の学習を振り返った児童アンケート調査[15]では、表１に示したように、第５学年で５割を超える児童が「世界の国々」を「もっと勉強したい」と回答している。一方、第６学年では「日本とつながりが深い国の人々のくらし」を挙げる児童は４分の１強にとどまる。こうした結果からも、児童の世界への関心は高いものの、現行カリキュラムでは十分にその興味関心を満たす学びが実現できていない現状がうかがえる。日本地理学会地理教育専門委員会が実施した教員アンケート3...
	このように、児童と教員へのアンケート調査から、児童の世界への関心そのものは高いものの、現在のカリキュラムの構造上、第５学年冒頭では「興味を喚起して終わる」、第６学年では「時期と内容の課題から深く学べない」といった十分な学びの実現が困難になっている現状が明らかとなった。
	②　小学校諸教科における世界の扱いと連携不足
	世界に関する事象は社会科だけでなく、他の教科や総合的な学習の時間、さらには学校生活全般でも扱われている。ただし、総合的な学習の時間の開始当初は、国際理解をテーマとした実践が最も高い実施率を示していたが、最近の調査4F ではその実施率は低下傾向にある[17]。一方、国語や音楽、教科化された道徳などでは、国際理解や様々な文化と伝統の尊重の観点も含め、低学年から世界の事象が題材として多く取り上げられている。特に外国語科の教材には、世界の日常生活や習慣、地理や文化など、児童の世界への興味関心を刺激する素材...
	小学校４年生から６年生を対象に行った児童の外国や世界に関する学習についての調査5F の自由記述には、一貫して外国や世界に対する旺盛な好奇心が見られ、学年が上がるにつれて、具体的な食文化から言語、政治や国際問題など、より抽象的な内容へと広がる傾向がある[19]。これは発達段階に応じた世界理解の深まりを示しており、小学校段階からの系統的な国際理解教育の重要性を裏付けている。一方で、「世界の国々」への高い関心があるにもかかわらず、地理的な内容への児童の言及は極めて少ない。これは、他教科だけでなく社会科で...
	地球規模の課題やグローバル化が進む現代において、環境・資源・貧困・紛争などの国際的な問題を、ローカル・ナショナル・グローバルといった多様なスケールから考察し、複数の国・地域の関係性を重層的かつ多面的に理解する力が求められている。こうした力を育む上で、地誌的な学習は、地域の特色や社会の構造を統合的に捉える視点を養う基盤となる。特に国単位の地誌学習は、各国の社会・文化・自然環境の違いを具体的に理解することで、国際社会の複雑な関係性や地球的課題の背景を読み解く力を育てる。グローバルな課題の理解には、国境...
	⑥　ESD推進と地理教育の役割の明確化
	ESDが国際的に重視される中、地理教育の役割は十分に明確化されているとはいえない。地理教育は、地球規模の課題を「どこで」「なぜ」起きているのかという地理的背景から捉える視点を提供し、持続可能な社会の創り手（担い手）を育成する上で重要な役割を果たす。近年、ESDやSDGs教育では、行動や態度が重視される一方で、思考の基盤となる地域の自然や社会・文化などの事象に関する個別的・基礎的な知識や概念などの理解が十分に重視されなかったり、後回しにされたりする場合も見受けられる。地理教育は本来、課題解決に必要な...
	(3)　「地理総合」実施後の現状と課題
	令和４年（2022年）度から実施されている高等学校等の教育課程で、地理歴史科に新設された必履修科目「地理総合」は設置５年目に入った。この間、高等学校等の現場で多くの実践が積み重ねられるとともに、令和７年（2025年）度入試からは、大学入学共通テストなどの大学等入試でも「地理総合」やその発展科目である「地理探究」の問題の出題が開始された。さらに、令和６年（2024年）12月からは次期学習指導要領改訂に向けた中央教育審議会など各方面の動きも始まっている。
	日本地理学会地理教育専門委員会は、「地理総合」授業の現状や課題を把握するため、全国の高等学校教員を対象に実態調査を実施した6F 。この調査は、今後の学習指導や支援体制の充実、さらには次期学習指導要領の改訂に向けた基礎的な資料を得ることを目的とした。調査は地理教育専門委員会と本分科会の企画により、令和７年（2025年）４月から７月にかけて実施され、地理歴史・公民科の教育課程や採択教科書、「地理総合」の学習指導などについて、全国各地の高等学校教員329名から回答を得た[26]。この調査結果をもとに、令...
	必履修科目「地理総合」を１年生で実施すると回答した教員は57％、２年生での実施は34％で、１年生での実施率が顕著に高い。「地理総合」は中学校までの社会科等で習得した知識やスキルを活用する主題学習として位置付けられているため、中学校の学習内容を高等学校の教員が理解していることが不可欠である。しかし、例えば「中学校で地域調査について学ぶ学習の内容とその知識・技能の定着度」に関する情報や研修を求めている教員は13％にとどまっている。この低い数値は、高等学校の教員が中学校の学習内容を既に理解しているという...
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	さらに、この調査では、教員の教えやすさ・教えにくさと教員から見た生徒の学びやすさ・学びにくさが示されている。その結果が表３である。
	この調査結果によると、最も教えやすく、また教員から見て「生徒が学びやすい」と判断された中項目が「生活文化の多様性と国際理解」である。この内容は従来の地理学習に近く、また中学校社会科地理的分野の世界地誌の内容とも関連しやすいため、教員・生徒双方にとって取り組みやすい項目といえる。一方で、最も教えにくく、学びにくい項目とされたのがESDに深く関わる「生活圏の調査と地域の展望」である。地域調査は本来、小学校や中学校でも実施されるべき内容であるものの、前述したように、教員が研修として希望する講習内容の一つ...
	なお、「地理総合」に対する教員の評価を見ると、充実させるべき項目として「自然環境と防災」（34.7％）と「地図や地理情報システムと現代世界」（24.8％）が挙げられている。一方、現状維持を望む項目は「地域的課題と国際協力」（70.1％）、「生活文化の多様性と国際理解」（67.2％）などで、他の項目でも55％以上となっている。さらに削減したい項目として最も高いものでも「生活圏の調査と地域の展望」（11.8％）にとどまっている。
	以上のことから、「地理総合」の学習内容自体は教員におおむね理解され、着実に浸透しつつある。しかし、地域調査の学習や、中学校との連携といった課題は改善されておらず、これらは喫緊の課題として早急に取り組む必要がある。さらに「地理総合」では、中学校までの地誌学習や系統地理学習といった地理的アプローチを基盤として、ESDの視点を取り入れた主題学習として、課題設定や探究的な学習形態が求められる。しかし、そうした学習方法が十分に実践されているとはいえない。この背景には、教員が新しい指導法を理解し習熟するための...
	(4)　大学における地理教育の現状と課題
	小学校から高等学校までの一貫した地理教育カリキュラムを実施するに当たっては、大学における免許取得科目（地理学等の専門知識を学ぶ「教科に関する科目」）と、社会科・地理歴史科教育法などの教え方を学ぶ教科教育科目においても、以下の課題を踏まえた講義内容の検討が必要である。
	第一は、地球的課題に対する持続可能な社会構築（SDGs達成）のため、場所・国といった基礎的な理解の上にESDに地理学が取り組む必要がある点である。「地理総合」では、主題学習を通じて課題を見出し、その課題の解決を探究する学習が求められる。地理で主題学習を行うには、地理的な見方・考え方に着目して、地域という枠組みで地球的課題に取り組む視点が重要である。その解決のためには、グローバルな観点とその地域に応じたローカルな観点との両側面からのアプローチが不可欠である。また、地理の概念・観点に基づいて環境学や文...
	第二は、人間圏―生物圏―地球環境をシステムとしてとらえる必要がある点である。
	Folkeら［27］がハーマン・デイリー（H.Daly）の思想、すなわち、自然資本を土台とした経済・社会の形成が人々の幸福を実現するという点を踏まえ、SDGsの目標17（パートナーシップ）を頂点とし、他の目標をその下の３つの階層「経済圏」「社会圏」「生物圏」としたSDGs向けにアレンジしたウェディングケーキモデルが示すように、経済・社会からなる人間社会（人間圏）は自然資本（生物圏）に支えられている。これらは地球環境という基盤の上に成り立っており、人間圏―生物圏―地球環境は相互に作用するシステムを形...
	図７　SDGsウェディングケーキモデル
	学校教育をめぐっては様々な課題が浮上している。教員の過剰な負担や、教員の資質向上が大きな問題になっており、政府などにより改善策が提示されてはいる。しかし、教員の負担が大きいとされる中で、どのように改善していくのかは、行政だけでなく、大学の教員養成の教育とも関わる。このことは、「地理総合」において特に深刻であり、その対応は急を要するが、地理教育、ESDにおいては、小学校から高等学校までのESDに関わる地理教育だけでなく、大学教育としても考えるべき状況となっている。
	地理教育の社会実装を考える上で、『君たちはどう生きるか』[28]の一節は示唆に富んでいる。主人公コペル君は、ある日、幼い頃に飲んだオーストラリア産の粉ミルクが、無数の人々の労働や流通を経て自分の手元に届いていた事実に気付く。「人間分子網の目の法則」と名付けたこの発見を通じて、コペル君は「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」を問うことができるようになったのである。地理教育においても、地球的課題を自分ごととして捉え、国際協力の必要性を認識する意識・態度の社会実装のためには、地理的相互依...


	４　見　解：ESDの充実を軸とした地理教育一貫カリキュラムの構築と展開
	フィールドワークの学習は、発達段階に応じて、身近な地域から市町村レベル、県レベル、国レベルへと地域スケールを単に拡大して学習するものではない。算数・数学や理科の学習において、公式や理論の基礎的な内容を学習した後、応用問題を解く力の育成を図るという一連の学習の順序性と同様に、フィールドワークの学習も基礎的スキルを習得後、それを発展させて情報収集と分析を伴ったデスクワークと、フィールドでの観察力の育成、多様な調査方法の習得やコミュニケーション能力の育成、調査結果について考察や調査成果を発表する表現力の...
	フィールドワークを通した学習は地域的課題や地球的課題を調べ、課題解決のために必要な資質・能力を育成するために重要であり、学校における地理学習だけではなくすべての教科の探究学習につながるとともに、生涯にわたってより良い社会を築き、ウェルビーイングの向上を図る社会の創り手（担い手）を育む。つまり、フィールドワークの系統的な学習で習得したスキルや思考力は、地球的規模での課題の解決を図るESDに貢献し、SDGs達成に重要な役割を持っている。フィールドワークについては地理教育だけではなく、総合学習の機会など...
	(2)　小学校で育む世界への関心と学びの充実：小･中学校の連携強化による段階的展開
	持続可能な社会の創り手（担い手）を育成するためには、世界を自国に付随する学習対象としてではなく、独立した対象として捉える学習構造への転換が重要である。小学校段階ではまず、児童の知的好奇心を活かし、世界の多様な自然環境や文化に触れることで、「違いは面白い」という肯定的な受容の感覚を育みたい。それを土台として、段階的に多角的・空間的・総合的な視点から地球規模の課題を捉える力を身に付け、自ら「世界像」を描き出せるよう支援することが、地理教育の果たすべき役割である。
	以下の具体的な改善案は、カリキュラム・オーバーロードを避け「深い学び」を実装し、学校や地域の実態に応じた柔軟かつ効果的な実践や教科横断的な教育課程、小学校・中学校の一貫性を可能とするものである。
	①　態度・価値観の基盤となる基礎知識の獲得と小学校・中学校の系統性の整備
	小学校段階では、児童の関心が高い現行の第５学年「大陸と海洋、主な国」の学習を充実させ、その後の産業学習や歴史、国際社会の学習、さらには中学校地理への円滑な接続を図ることが重要である。小学校では、国際理解の観点から他教科も含め「国旗の尊重」が学習指導要領の随所に記され、児童は強い関心を示す。このような関心も活かし、未知の知識の習得に前向きな小学校段階で、基礎的な国の位置や名称を楽しく習得し、中学校での更なる深化へと繋げることが望ましい。
	また、第６学年の「つながりが深い国の生活」は、従来の「日本と経済や文化などの面でのつながり」に限定せず、地域や児童の実態に合わせ柔軟に学習対象となる国を選定することが望ましい。特に、できるだけ多様で日本と環境や文化が大きく異なる国、さらには従来あまり着目されてこなかった在日者の多いベトナム、フィリピン、ネパールなどの扱いは、多様性への理解と尊重の態度を育む一助となる。各国を独立した存在として捉え、その国の環境や文化を主体的に学ぶ視点は、現行中学校で扱われている「世界各地の人々の生活と環境」への円滑...
	このように、小学校段階から世界を地理的に捉える基礎を養い、中学校では州別主題学習を通じて探究的な学びに十分な時間を確保し、国や地域の関係性や地球的課題を空間的に捉える力を重点的に育成すれば、児童・生徒の発達段階に応じた効果的な学びにつながる。そのためには、小学校段階から高等学校段階まで見通した世界の学習のカリキュラムを策定すべきである。
	②　教科横断的な連携と探究活動の活性化
	諸教科（外国語、音楽、国語、道徳など）や総合的な学習の時間などと連携し、世界の事象を空間的枠組みで再構成する活動を意識的に組み込む。他教科での世界との出合いを活かし、社会科は世界の学習の基盤・プラットフォームとして、児童の興味関心を広げる役割を担う。例えば、外国語科で扱う国や地域について、社会科で地理的視点から取り上げることで、児童の理解や興味を深められる。また、国際理解等をテーマとした総合的な学習であれば、活動で生じた児童の気付きや疑問を、社会科が地理的・空間的な視点で掘り下げ、世界の多様性や課...
	さらに、地球儀や地図帳を他教科や総合的な学習の時間でも積極的に活用し、視覚的世界認識の育成を図る。これらの教材を「探究のツール」として位置付け、児童が親しみをもって触れる機会を増やし、興味関心に応じて主体的に活用する習慣を身に付けることを支援できる。地球儀や紙地図を通じて養われる地図概念や俯瞰的視点は、児童がデジタル地図等を使いこなすための前提となる。
	③　実装のための制度的保障の充実
	世界についての学習機会を保障し、その質を高めるため、文部科学省には、「世界の学習を通じての多様性・共感の育成」「段階的・系統的な学びの意識化」「多様性・独立性への理解」などの観点を、学習指導要領やその解説に具体的に明記し、他教科と連携した国際理解やESDにつながる柔軟な教育課程編成を可能とするための、授業時数の弾力的な運用や教材整備の支援など、実質的な制度的保障の充実が求められる。教育委員会には、こうした制度の趣旨を踏まえたカリキュラム編成や、現場の実践を支援する体制の整備、実践事例の共有、教員研...

	(3)　教員研修と学習体系の構築による「地理総合」の発展
	「地理総合」の学習内容は、担当する教員にはおおむね理解され、着実に浸透している。しかし、授業形態にはそれが十分に反映されていない。例えば、地域調査の実施状況の低迷はその一例といえよう。このような課題を改善するためには、教員が小学校から高等学校までどのような地理学習が行われ、各段階でどのような資質・能力が育まれるのか、理解を深める姿勢が不可欠である。高等学校の教員は、小学校・中学校で培われた力をどのように発展させるかを意識して指導すべきである。小学校・中学校の教員は、自分たちが育成しようとしている資...
	他方、中学校での地誌学習は、動態地誌的学習の導入や、地理学だけでなく他分野の成果や知見の取り入れにより、新しい現代的な課題にも対応している。例えば地域による社会進出の相違などは社会学や文化人類学の成果が有効である。また、地誌を説明するだけでなく、地理的な見方・考え方に基づいて課題を捉えることで、地誌学習においても分析的な学びが可能となり、地理的概念や主題に基づいて学習が展開されるアメリカやヨーロッパ、近年、探究型学習を強化しているアジア諸国などで行われている地理学習と同様に、質の高い地誌学習が展開...
	「地理総合」では、こうした中学校社会科での学習内容を高校の教員が十分に踏まえ、主題学習にスムーズに移行できるよう生徒を指導することが求められる。そのためには、中学校と高等学校の教員が相互に地理学習の内容を理解し合えるよう、教育委員会などが対話の場を設置すべきである。また、中学校の地理学習を充実させるためには、小学校段階から世界について学ぶ機会を設ければ、中学校での学習負担の軽減にもつながる。校種間で学習の流れがスムーズになるよう小学校、中学校、高等学校を通じた一貫したカリキュラムを早急に整備する...
	(4)　教員養成に関わる大学地理教育の再構築：地理教育における教員養成の現代化
	これまでの小学校・中学校・高等学校での学び、「地理総合」で触れたコンピテンシー・ベースの教育内容を更に発展させ、持続可能社会の構築に向けて、①環境問題や災害の現場に直接触れ、自ら環境と社会とのつながりを考える機会を充実させること、②環境・災害、世界の諸地域に関わる最新情報を関係機関から収集し、客観的な情報インフラを整備すること、③情報集約・解析を進め、学際的・俯瞰的研究を深化させ、人間圏―生物圏―地球環境からなるシステムを理解し、社会問題解決への介入点を明らかにすること、などが必要である。
	そのためには、教員養成課程において、地理学を専門とする教員を必ず配置し、地理学と隣接分野の文化人類学やグローバルスタディなどの専門領域の基礎的知識とフィールドワークの学習体験をもった教員を養成する必要がある。その上で従来の「自然地理学」「人文地理学」「地誌学」といった枠組みに捉われず、地球から地域までを俯瞰する地球的・国際的視野を持つ人材育成を意識した講義や実習の設計が求められる。加えて、大学教員のこうした意識改革を促すためには、大学・大学院での教育や、公的研究資源の配分機関において、システム的・...
	地球的課題に向き合うためには、教員免許教科「地理歴史」の科目構成の再検討が必要である。現在の「人文地理学」「自然地理学」「地誌学」といった従来の履修区分が地球規模の課題への対応と必ずしも一致しない場合があるためである。また、教科に関する専門的事項の授業が教科書に沿った内容に偏り、学びが固定的になる傾向も見受けられる。例えば、ジェンダーは社会学でも取り上げられるが、地理学的にどう捉えるか、場所・国によって異なる解決方法があり、その観点から他分野と融合できる地理の在り方が求められよう。こうした課題...
	(5)　地理的相互依存作用の「人間化」を通じた意識・態度の育成
	地理教育の社会実装の課題は、手段として有用な知識・技能の社会実装は進む一方、社会課題や地球的課題に向き合う意識・態度の社会実装が遅れている点に集約される。
	現行の学習指導要領は、学校教育を通じて育成すべき資質・能力を「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力、人間性等」の３つに整理している。このうち、「学びに向かう力、人間性等」は、「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」という問いとの関係で養われる。この問いは、必然的に「地理的多様性に満ちた世界において、どのように･･･」という形で問われることになる。そして、問いの探求を通じて育成されるべきは、地理的多様性に関心を持ってこれを尊重し、地球的課題を自分ごととして捉え、国際...
	地理的見方・考え方の５つの次元、すなわち位置と分布、場所、地人相関、地理的相互依存作用、地域の観点のうち、意識・態度の社会実装に最も重要なのは、地理的相互依存作用である。早くも小学校第５学年の段階において、児童のいま・ここでの生活が世界各国から輸入された多様な商品に依存して成り立っている実態を学習する。しかし、それらが日本へ向かう矢印で示される図式が表象するように、日本にもたらされる商品が人間の労働によって生産されている事実はほとんど意識されない。人と人との関係が地域間関係に還元されるこの傾向は、...
	教科としての「地理」も学問としての地理学も、世界が多様性に満ちているという事実の上に成立している。関係者が知恵を出し合い、幼稚園から小学校・中学校・高等学校、そして大学さらには社会教育を通じて、地理的多様性に対する関心とこれを尊重する態度を育むことが肝要である。そしてその土台の上に、国際協力に基づく地球的課題の解決に向き合う意識・態度を持った主体を形成していく姿勢を、目標として強調すべきである。

	(6)　小学校から高等学校までの地理教育一貫カリキュラム（試案）
	小学校から高等学校、さらに大学教育や社会実装につながる地理教育の全体像を構想することが求められる。これまで述べてきたフィールドワークの学習と世界の地理学習、そしてそれらのESDとの関連を踏まえ、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムの試案を提示する。学年が上がるにつれて、対象を広げ、学習者の関わり方が受動的理解から主体的行動へと発展していくような設計が重要である。フィールドワークの学習や世界地理学習といった内容や技能を、どの段階でどの程度達成させるべきか、教育段階ごとに地理学習の位置付けを明確に...
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